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――前文――

ライフビジョン学会は1993年に設立された普通の人（勤め人を中心とする）の学会である。われわれは「学ぶことは生き方の模索・発見である」と考えている。少しでも手応えのある人生を創造したいと願う会員によってさまざまな研究活動を進めてきた。今年、ライフビジョン学会は設立10周年に当る。その10周年記念事業研究課題として企業社会における人事管理（システム）を巡る問題に焦点を絞り込んだ。研究報告を「会社」「組合」「個人」に対して提言し、停滞感漂うわが企業社会の再生、活性化のためにいささかなりとも寄与したい。

まず、われわれの問題認識、研究活動の入り口に関して明記しておきたい。

顧みればバブル当時、慈善事業、企業挙げての社会奉仕などが華々しく喧伝された。しかし現在企業社会が遭遇しているのは有名企業の相次ぐ不祥事に著しいように、また、長期化する不況において、経営の理想・理念を失念したかのような活力喪失した実態ではないだろうか。さらに鳴り物入りで流行させられたかに見える成果主義も、個人と組織の活性化に貢献してきたとは考えにくい状況にある。

わが企業社会は明らかに縮小均衡の道を辿っている。バブル崩壊後、大部分の企業におけるリストラは、再構築というよりもコスト削減と減量経営に他ならなかった。長期化するコスト削減、減量経営は、成果主義というお題目のもとに、間違いなく徒手空拳の勤め人個人にしわ寄せされた。勤め人は企業社会において孤立感と無力感にとらわれ、活力を出すには到っていない。勤め人の活力を引き出すことなしに低迷する現状の克服はありえない。

圧倒的多数の方々が企業社会に暮らすのであるが、そこにおいて個人と企業を結び付けるのは人事管理（システム）の在り方に他ならない。われわれは人事管理（システム）を企業内における人々の意識・動き、動的な人々の在り方を規定するものと理解している。この10年、人事管理が組織活性化のために強化充実され、貢献したという見方にはほとんどお目にかからない。むしろ人事が経理の下請け化して自身の形骸化をもたらしていると言うべきではなかろうか。

国民生活の基盤たる「仕事」領域において、個人と組織の活性化を創造すべき人事管理（システム）の停滞感、退潮化を食い止め、組織を動かす個人がいきいきと職業生涯を暮せるように知恵を絞るべきである。不況克服のために銀行の不良債権処理を始めとする金融・財政対策が声高に論じられているが、それ以上に個人消費や、会社の活動の活性化を作り出さねばならない。国民各位がそれぞれの持ち場において善戦敢闘すること抜きにはこの状態を脱出できないだろう。

本報告において、われわれは「会社」「組合」「個人」の三つの立場に対して提言する。

この10年にわたって展開された経営諸施策は、極論すれば「会社が潰れたら元も子もない」という認識から出発し、産業界にその雰囲気が高まった。それが間違いだとは言わないし十分に理解しているつもりでもある。にもかかわらず組織が個人力の総合によって活発にも不活発にもなるという真理＝組織活動の鉄則がともすれば無視されてきたように見えてならない。

大衆社会としてのわが国の停滞は大衆の停滞そのものとしてとらえられる。消費とは人生そのものに他ならず、大衆たる個人が活性化せずしては消費活性化もまたありえない。勤め人は大衆の1人であり消費者の1人である。組織との関係では個人は微力である。しかし個人こそが組織を作っているのである。その視点が欠落した社会・組織が活性化するとは考えられないであろう。

勤め人の生活にとって職場と仕事は最大の関心事である。現状、勤め人がどんな意識状態にあるか。勤め人の職場と仕事に関する考え方を再確認することが今最も大事ではないだろうか。なぜなら、それこそが、この10年間危機の名において最も看過されてきた最大の問題領域だからである。

今後、企業社会再生の道を求めるとするならば、「会社」「組合」「個人」の三者が整合性ある論拠に基づいて行動するしかない。現代において組織というものは、目的の異なる組織と個人・個人を懇切、丁寧に織り上げなければ成果は覚束ない。あたかも組織活性化は日々躍動して止まない芸術を創造せんとすることである。その思いを創造するのが人事管理（システム）でなくてはならない。

われわれの研究方法は、この10年間にわたって取り組んできた研究結果からの検討、およびシンポジウム（2002.11.30-2003.4.5  3回開催）における分科会討議、ワーキンググループ（ライフビジョン学会理事会）による討議を通しておこなった。あえて意識調査などの量的把握方法をとらなかったのは、現状をより深く洞察し、問題点をより明晰にする思索こそが大切だと考えたからである。

――第1章　勤め人の意識状態――

１）勤め人の「やる気」を考える

＊組織の歯車としての勤め人＊

組織における個人の存在はしばしば「歯車」に喩えられる。「所詮、自分は組織の歯車に過ぎない」というように半ば諦観の思いを込めて語られることが少なくない。たしかに巨大な組織においては、よほど実力のある人を除けば個人の存在は歯車そのもののように見える。

個人が組織の歯車であることは、しかし卑下するには当らない。1人ひとりが正確に実直に組織の歯車として行動するからこそ組織活動が正しく展開されるからである。しかし、人間は機械ではない。機械の一部である歯車が予期せざる作用を起こせばトラブル発生であるが、組織における個人は自分で考え行動するのであって、日常的に組織目的に関して合目的的に何かを発見し、工夫・改善して組織活動の改革に寄与することを期待されているのである。

ところで、組織はポストのヒエラルキーによって維持されているから、組織が要求する活動を、命令されて個人が嫌々こなしている気分であったとしても、組織目的を逸脱することなく、まさしく歯車のごとくこなしていれば、それは一応の義務を果たしているのである。

一方、組織において、ポスト上位者が常に部下の個別の仕事に精通し、彼がすべての仕事を指示しておこなわせるというような状態は極めて稀である。仮にそのような理屈が成立するとすれば、会社のトップは全社員の仕事に精通していなければならないがそんなことは非現実的である。一人前の担当者は、自分の仕事については上位者であろうと下位者であろうと他者の支配介入を必要とせず、自分がいちばんの専門家たろうとしなければならないはずである。

バブル崩壊後、会社社会においては経営側から盛んに「雇用される能力employ-abilityを高めよ」というメッセージが出されたが、それは日々の仕事をただ遺漏なくこなすだけではなく、組織目的を常に的確に認知・把握し、たとえば組織の革新職能（生産方法の革新、販路の開拓、新製品の開発など）との関係において有効な提案ができるような担当者たれということであったはずである。

1980年代に「指示待ち族ではいかん」という言葉がしばしば唱えられたことを想起する。個人は組織の歯車ではあるけれど、機械の歯車ではなく「提案する歯車」たるところに本質がある。したがって、組織における個人は日々成長し、組織にさらなる貢献ができるように期待されている存在であると言わねばならない。

＊やる気の構造＊

われわれはまず勤め人の「やる気」に注目した。成長期待に応えるような個人であれば当然ながら「やる気」がうかがえると考えたからである。

「やる気」moraleとは士気、意気込みであって、「誇り」prideと「信頼」confidenceを含んだ概念としてとらえる。

状況を客観的に考えると、「右肩上がり時代が終った」とか、会社の危機が声高に語られているのであるから、「自分がやらずに誰がこの危機を克服するのか」という意気込み、「やる気」が見られるかどうかである。

「やる気」を巡って職場の雰囲気として語られたのは次のような話である。

「かつて憧れの対象だった事業部長や工場長の姿は、業績追求のための数字で頭を抱えている。本社から責め立てられて言い訳に四苦八苦している。責任だけは無尽蔵で、権限など無きに等しい。これでは誇りを持てと言われても難しい。」

「以前は率先実行する者に対しては追随するか、黙っていても支持してくれるという雰囲気があったが、今はそのような動きすらない。率先すると要領の悪いバカ、貧乏くじを引いた奴と嘲笑の的になる。皆が待ちの姿勢になっている。」

「要領がよいこととは、数字にならぬ仕事は極力せぬことだ。」

「働くことの見返りは現金だけだと思っている。組織の中での自分の仕事（の在り方）が見えていない。」

「業績追求絶対主義、ごり押し、感謝されない、誇りを持てない――という循環にはまってしまっている。」

「仕事が面白いと言う人はいない。やらされている意識が強い。もっと人間らしい生活がしたい。」

これらの意見に、長引く不況が大きく影を落としているのは間違いない。とりわけ経営から出される数字が重たい。経営者にしてみれば苦境脱出して巡航軌道に乗せたいからどうしても要求が大きくなるのであろうが、危惧されるのは「やったろやないか」という気概がほとんど示されないことにある。仕事の苦労は業績がよくても悪くても当然であるが、業績不振であればこそ「やったろやないか」精神が尚更重要になるはずである。

事実、仕事の達成感については、困難な中で「トラブル半減、生産目標向上などで力を合わせて成功したとき達成感を感ずる」ことがあるが、そのような状況になることが非常に少ないのである。個人の「やる気」はもちろん個人が培養しなければならないが、チームとして職場としての協働が高まるような工夫、雰囲気が非常に少なくなっている。「協働する気持ち、共感がない」という意見が随所に聞かれる。

そこで、「職場が変化していくのは当然である。われわれが生きている世の中は無常である。問題が発生している場合、身近で諌めたり、慰めたり、励ましあったりするような、オーソドックスな人間関係を欲する率直な気持ちがあるのではないか」という分析がされる。ところが現実には効率優先、リストラという名のコスト削減がすべてに優先している。かくして現在の職場においては「やる気」が低下しているという指摘をせざるをえない。苦しい時こそ、力を合わせるという気風が必要であることは言をまたないのではあるまいか。

＊真面目に仕事をこなしている＊

「やる気」が高まっていない反面、仕事は真面目にこなしていると言う。真面目とは誠実さであり、美徳でこそあれ批判されるべきものではないのであるが、掘り下げると次のような分析に到らざるをえなかった。

「皆が真面目であるが、広い視野でものごとを見る人が少ない。」

「個性がなくなっている。」

「真面目にやっていればいいという気持ちがあるのではなかろうか。」

「真面目にやっていさえすれば、責任は問われない。具合がよくないことは他人の責任にできると考えている。真面目は一種の逃避的行動を意味しているのではなかろうか。」

「真面目の陰で、本当はもっと本音でぶっちゃけた話がしたいと思っているのではないだろうか。真面目な誤魔化しをどうするかが問題だ。」

真面目が視野狭窄、責任逃れ、没個性、同質化に他ならず、真面目を演じているに過ぎないというのが議論の帰結であった。痛烈である。自己批判的でもある。真面目に仕事をこなしているが実は現実から逃避しているという分析は重たい。

一方「問題児がいなくなった」とも言う。これも無視できない意味を含んでいる。問題児と言っても単なるトラブルメーカーではなくて、現状に対して必要な問題提起をする問題児の意味である。概して組織においては「出る杭は打たれる」という雰囲気があるが、問題児は連帯を求めて孤立を恐れず、百万人といえども我行かんの気概・気骨のある人である。すなわち「やる気」の突出した表現でもある。

しかし、まったく彼が孤立していれば組織的には無視されて干されやすい。人も組織も習慣の生き物であるから、現状に異論を唱えるような人は特別視されるし、誤解と無理解の大波に飲みこまれてしまいやすい。つまり、問題児がその本来の問題児として機能するのは、チームや組織に問題児が提起することを当然として支持・支援する隠然、脈々たる本音があり、その大事な本音を代表しているゆえ存在できるのであって、決して奇人・変人の類ではないのである。

とすれば「問題児がいなくなった」のは、単に個人の資質・性質的な問題ではなく、本当のところは集団・組織が問題児（本音）の台頭を抑え込むような雰囲気になってしまっていると考えるべきである。問題児なく、皆が真面目に働いているけれど、状況に唯々諾々として埋没しているかもしれない。真面目たろうとして視野狭窄になっているのかもしれない。問題児なきことと真面目を併せ考えれば、皆が同質化し没個性化してしまい、状況変革のエネルギーが沸いてこないような＝逃避的組織風土を固めてしまっているのではないだろうか。

＊仕事の面白さを問う＊

仕事の面白さに関する意見を列挙すると、次のようであった。

「勉強になる。」

「知識が増える。」

「工夫できる。」

「役割の認知がある。」

「協働している。」

「仕事は生活の糧である」からそもそも面白いものではないという考え方もあろうが、勤め人が働いている時間のすべてを収入との関係だけで割り切っている訳ではない。また、ここで言う面白さとは仕事の魅力、興味を引くこと、あるいはさまざまな苦労があるとしても気持ちよく取り組める場合について考えているのであって、「組織の歯車」以上となるための成長要因に相当するのである。

それにしても「仕事が生活の糧である」ならば、まして減収の時代であるから収入に関する意見が山積しそうなものなのであるが、それがほとんど問題になっていないことは注目に値する。また、真面目さについて厳しい考え方を前述したけれど、仕事に対する態度として見れば非常に真面目であり、知的であり、組織における仕事がいかなるものかを理解している。わが勤め人の実直性、勤勉性をうかがえると言ってよかろう。

しかし、それらは仕事に対する「構え方」であって、現状はどうかというと面白くはないのである。理由を探ると概ね次のように整理できる。

「マンネリ化している。」

「組織からのメッセージが伝わっていない。」

「やらされている意識が強い。」

「仕事というものは日々に革新すべし」とはいうものの現実はなかなか難しい。大部分は昨日と同じ仕事をこなすのであるから、習慣化しマンネリ化するのは避け難い。しかし、「やる気」があって気分良く乗っていればマンネリ感にとらわれはしない。だから「マンネリ化している」というのは日々の仕事に対して気分が乗らない。つまり退屈しているのであって、それが今の組織に活気が感じられないことに通ずるのではないだろうか。

仕事の面白さに対する期待を分析すると「人間的成長感」を求めているらしいことに思い至る。マニュアル化が進んだ職場においては仕事に間もなく習熟してしまう。創意工夫なきオペレーション的仕事だけでは成長感が少ない。

ところで、組合の仕事に関わっている人が「組合の仕事には――聞く・まとめる・説得する・協働する――など対人関係能力に強い刺激を感ずる」と言う。職場と仕事における勤め人の置かれている状況について示唆的である。

「一旦ルールができあがると皆従順になる。勤め人はとても物分りがよく怖いくらいである。本来は汗をかいて、頭を悩まし、最善を求めて努力しなければならないことが多いはずだが、要領が良過ぎる。制度もルールも本当は分かっていないし、分かろうともしていない。」

「無意識、あるいは意識的に他者と自分の仕事の間に境界線を設けるのが得意である。」

ここには、仕事を一見無難にこなしているのだけれど孤立感が漂っている。

「自己の職務範囲を極力狭く線引きする。（問題発生時に火の粉を浴びないためであろうか）」

「不作為は特段責められないので敢えて挑戦しない。」

「改革や新規提案には消極的で、できない理由を見事に理論構築している。」

「プロジェクト、会議などの資料作成に熱心、ただしプロジェクト、会議の内容を具体化することについてはほとんど無関心で当事者意識がない。」

「上から言われたことだけやる。（徹底した受身）」

「長時間残業、休日出勤は厭わない。（評価をうるためのポーズか）」

これらの意見は、いささか厳し過ぎるかもしれないがあちらこちらの職場でよく指摘される事情である。

「仕事へのこだわりはあくまでも自分自身へのこだわりである。仕事それ自体をこなすことが直接的喜びにつながる。また、その成果を他者に認められたり、評価されると自分の達成感が高まる。」

まさしく仕事の面白さに関して期待されているのはこういうことではあるまいか。しかし、組織や他者に対する関心が相互に低下していれば面白さや達成感が高まることはないだろう。

「組織からのメッセージが伝わっていない」というのは、たとえばしょっちゅう組織改変がおこなわれるが何も変わらない。人海戦術的に採用がおこなわれ、転勤ばかりしている正社員と非正社員との間にチームの一体感がない。改善提案などしてもきちんと取り扱ってもらえないなどの結果、個人と組織の間にすれ違いが発生しているのである。

経営者に対する厳しい見方、痛切な意見がある。

「活性化している組織に共通なものは、個人の分相応な活躍と、誰もが現時点から確認できる組織としての高い目標・目的設定がなされている。昨今、組織としてふさわしい目標を掲げえない経営者が、最大の成果だけを上げようとするのは虫が良過ぎる。」

「経営者に、自分の仕事が好きですか！――と問いたい。」

状況が厳しいときほど、人は慎重になる。まして上意下達の経営から発せられる指令に対して従順だからといって、納得づくだとは限らない。面従腹背の雰囲気が漂ってはいないであろうか。経営者に警鐘を鳴らす所以である。

実際、この数年「成果主義」が喧伝され多くの組織において新しい人事制度が導入され、理屈では信賞必罰的思想が支持された（はずである）にもかかわらず「がんばって、もっとたくさん収入をえよう」というような気風が培養されてはいない。「生活の糧」たる仕事であるならば「高い収入をえたい」という気風が主流になって当然であろう。そして「やらされている意識が強い」という言葉と重ねると、経営成果たる収益ばかりが強調されている反面、それを達成していく個人に対するモチベーションが極めて弱いという組織の現状が浮かび上がってくる。

＊「やる気」から見た勤め人と組織の現状＊

勤め人は真面目に仕事をこなしているが、その真面目さが職業人としての誇りに裏付けられていないのである。その理由としては、いささか個人的にはマンネリ化し、さらに組織からのメッセージが正確に伝わっていない。組織と個人間における信頼感が大きく崩れつつあるのではないだろうか。

勤め人は誇りをもって働いているという状態にない。また生活の糧を獲得しさえすればいい（給料はがまん料である）というような意識状態だけだとすれば、果たして職業人としての誇りが発生し、醸成されるであろうか。そのような状態において、組織活性化が達成されるとも考えにくい。今より大いに低賃金であった1970年代の現場労働者が自分の技能と仕事に関して強烈な誇りを抱いていたことに思いを馳せたい。

今、個人の問題としては、自分にとっての働く意味に強くこだわらず、自己防衛として日常の仕事に埋没している（せざるをえない）のではなかろうか。組織に対する問題としては、とくにバブル崩壊後展開されてきた人事管理の在り方が組織のご都合主義と見られているのではなかろうか。「やる気」を形成する誇りと信頼の視点を大切にしなくてはならない。組織としては個人の誇りを高める視点――かつての人事部は「賃金奴隷たる意識を克服せよ」と訴えた。――この強烈なメッセージを復活させなければならない。

２）勤め人のコミュニケーションを考える

＊低下しているコミュニケーション＊

会社におけるコミュニケーションは著しく低下していると言わざるをえない。コミュニケーションから見た職場の現状は次のようなものである。

「（他者・組織に対する）不信感がある。」

「職場の明るさが消えた。」

「本音が出ない（出さない）。」

「会話が続かない。」

「リーダーシップを取る人が減った。」

職場には日常的にさまざまな問題がある。しかし、お互いに気まずい思いをしたくないので、問題意識があっても問題を表面化させたくないらしい。組織において、具体的課題に対する意見や価値観を共有するためにコミュニケーションが不可欠であることは頭では分かっているのだが、自分から口火を切って行動しようという気持ちにない。その背景には極論すれば現状のままでも何とかやっていけると思っているから行動を起こしていないのであろうか。

＊自己と他者＊

コミュニケーションは当然ながらすべてに双方向でなければならない。しかし、現実には「上意下達」の一方的コミュニケーションが強く、とくに「部下から上司に対しての発信がうまく行かない」とする部下の立場での意見がある。一方、組織の長たる人からは部下に自分の意図が十分に通じていないのではないかとの焦燥感もある。仲間内のコミュニケーションは比較的円滑であるが、実は同質化して群れているだけなのかもしれない。

コミュニケーションと「仲良しごっこ」は似て非なるものである。まして収益を上げなければならない会社組織においては、コミュニケーションの本質は組織目的と不可分である。価値観を共有化するためのコミュニケーションや、問題意識を表明しておこなわれるコミュニケーションは、時にぎすぎすしたり、当事者間に葛藤を生みやすいのであるから、まして相互に不信感があったり、本音を出すのが危ないと思えば、言うべき言葉を飲み込んでしまいやすい。

少し変ったところでは「コミュニケーションを取ることによって結果的に自分が制限されるおそれがあるので余りコミュニケーションを取りたくない」と言う。その通りである。コミュニケーションとは他者を受け入れることを意味する。合意に達するためには自己と他者の価値観の矛盾を止揚させねばならない。コミュニケーションとは本来煩わしいものなのである。

ところで自己実現という言葉があるが、きれいな割には言葉の意味が消化されているかどうか疑わしい。なぜなら厳密な意味で人間は自己＝自我に到達しているとは考えにくいのであって、とすればコミュニケーションが苦手、あるいはコミュニケーションを敬遠するというのは、まず自己認知ができていない、自分に対する自信の弱さからくる自己防衛の現われであるとも言えるのである。

職場内コミュニケーションが非常に弱いがeメールはおおいに飛び交っている。部下から上司に対してだけではなく、上司までもが部下に対してeメールで済ませているという話もある。必要最低限の意志伝達を図る道具として、精神的負担感が軽くなる便法として活用されているらしい。これでは組織が病んでいるとも言いたくなる。コミュニケーションはそれの行動的次元において効果的でなければ意味がない。仲良しごっこするのがコミュニケーションの本願ではないはずである。コミュニケーション・ツールが便利になって、にもかかわらずコミュニケーションがよくならない、組織の深刻な一面を見るのである。

今の組織においては、「皆が内向きで他者に対する無関心が強くなっている」という観察もある。一方、個人の在り方としては「（元気な個人は）達成感や自己実現を感じることができることが大事だ」という意見もある。人間は本来孤独であるし、絶対的には弱い存在である。自己と真摯に執拗に対面し続けることが自我、自己実現への第一歩であり、それこそがコミュニケーションの大前提である。

孤独は仕方がないが、孤立してしまったのでは組織的エネルギーどころか、自分自身の生きるエネルギーをも消耗してしまう。これらの言葉からは、他者に対する無関心の以前に、ひょっとすると自分に対してすら無関心ではないのだろうかという危惧が浮かんでくる。

かくしてコミュニケーションの回復を図るためには、「個人の存在を認める」という態度、気風が組織的に確立されなければならない。とくに会社のように縦社会のヒエラルキーが柱となっている世界においては、難しいことではあるがこれを銘記しなくてはならない。もともとわが国には｢以心伝心｣の精神的風土があったはずである。それはスキルの問題ではない。人と人との関係性における真髄をも意味しているはずである。

概して縦社会では危機において、トップダウンが強まる傾向にあるし、事実、バブル崩壊後のわが会社社会においては有形無形のトップダウンが強化されてきた。危機においては経営から下ろされる数字は絶対性を高め、有無を言わさぬものとなりやすい。組織をヨットに喩えれば、業績という荒波はもちろん危機であるが、クルーズが沈黙して「やる気」喪失するというのもまた大きな危機である。外部の危機が大きければ大きいほどクルーズは一致結束しなければならないけれど、このままコミュニケーションが低下し続けて行くのであれば外部の危機に加えて内部崩壊の危機を抱え込むことにもなりかねない。

人事畑に20年おられる人事マンが「最近は（人と人との）絆が薄くなっていることに危機感を抱いている」と語られた。彼の会社は外部の人が羨む好業績を上げている。にもかかわらず。この言葉の重たさを噛み締めたいのである。

＊コミュニケーションから見た勤め人と組織の現状＊

コミュニケーションがよくないというのは大方の意見一致をみた。その消極的妥当性として、必要に迫られていないという見解もあるが、果たしてそれで見過ごせるような課題であろうか。

会社はゲゼルシャフト（利益社会）であるから、賃金・労働条件を唯一の紐帯としてのみ考えることは可能である。一方、組織的に活動成果を上げるためにはマネジメントの成否が重要であり、それがリーダーシップ、チームワークの動的状態として顕在化するのである。リーダーシップ、チームワークの基盤はコミュニケーションに依拠するはずである。コミュニケーションがよくないのに組織活動の成果が上がっているとは考えられない。

コミュニケーションが開放的でなく、組織が個人に対して権威的なパワーを発揮する状態においても、会社が利益を上げることは可能である。しかし、いささかなりとも自我に目覚め、組織の一員としての存在価値を求めている現代の勤め人においては、閉鎖的コミュニケーションは組織と個人、個人と他者との意識的乖離を意味しているのではなかろうか。そのように考えると、組織内における「信頼」の劣化が危惧されてならない。「信頼」の土台はコミュニケーションである。土台ができていなければ問題点の共有すらできないのである。

３）自分にとっての仕事とは何か

＊「生活の糧」論＊

「何のために働いているか」を模索、追求せねばならない。

――勤め人として、その大部分の回答は「生活の糧」のためであると言う。然り、仕事が「生活の糧」であることは紛れもない事実である。

「仕事が生活の糧であり、加えてそれが面白く、「やりがい」があれば人生そのものが豊かで充実したものになる。（勤め人としては）そういう人生をめざそうではないか。」

「生活の糧を維持・向上させるためには、企業として社会的有為な存在たることであり、商品の機能・価格・サービスなどで顧客を1人でも多く獲得するための知的闘争（事業活動）を展開する。それが各人の役割としての仕事である。その知的闘争の過程に限りない「やりがい」のネタが転がっている。」

これらの意見に共感する人は多いであろう。企業業績の危機・不振、まして雇用不安という状況は「生活の糧」維持にとっては生命線が脅かされる方向にある。しかし、それゆえ勤め人1人ひとりが担当する職務により、課題を達成していく過程を通して――自分のなすべきことが確信されていれば、なおさら「やりがい」や仕事の面白さが発生するとも言える。

また、この間、多くの会社においては成果主義を中心とする新しい制度が導入された。単純、かつ有力な成果主義歓迎論には、所謂「信賞必罰」が徹底され、悪平等が排除されるという期待感がある。しかし、実に奇妙であるが、かくも喧伝された成果主義下において、なおかつ「生活の糧」論に依拠しているはずの勤め人がおおいに仕事に励み「やる気」が高まっているという話を聞かないのである。制度を変えるだけでは組織も人も変わらない。

一方、成果主義に対する冷めた見方もある。

「成果と評価制度がしっかりしていないから、人事評価において能力のある人、仕事のできない人の色分けができていない。まあまあ、もう少しがんばれというような曖昧な運用がなされている。」

「がんばらなくても（仕事が）できればいいだろうというのが成果主義（に対する理解）で、努力が認められないから皆が冷めてくる。」

個人の収入や地位などの処遇によって「生活の糧」論は実現するのであるから、予定では「成果主義」導入が勤め人の仕事意識を高めるはずであったが、目立った成果主義の成果が出ていないことに注目しなければならない。もしも組織からのメッセージが「やりがい」培養の方向に機能していないとすれば、「生活の糧」論に依拠する個人は「所詮、仕事は生活の糧を獲得できればいいのだ」として、「仕事」→「生活の糧」→「がまん料」の消極的思考の循環に沈没してしまうのではなかろうか。それが今の会社社会の不活性化の根元にあると考えるのである。

＊「やりがい」論＊

一方、「以前は上から指示をうけてやっていた仕事を、人員を容易に増やさなくなったこともあり、権限委譲され、仕事それ自体は「やりがい」が出る仕組みになったのだが、それにしては処遇がついてこないという不満が出されている」という意見もある。「やりがい」は出たが処遇に不満がある。しかし、こんなご時世だからがまんしていると言う。明日の生活に事欠くというような状態ではないし、仮に他にもっと条件のよい会社があるとしても軽々しくは動けないとすれば、これも大きく見れば「生活の糧」論と言えるかもしれない。

「やりがい」論で注目されるのは、経営赤字の某ローカル電鉄会社において、自治体からの補助も期限が切られ、独自に地域の人々と協働して沿線を活性化して行こうという活動を組合が中心となって展開しているという事例である。そこでは本来の仕事以外にさまざまな企画が組合（会社も）独自に提起され、組合は闘争資金まで切り崩して「どっこい、がんばる」という意気込みを具体化されている。まだ展望が拓けているとは言い難いが、その組合（組合員）には「生活の糧」に留まらない元気を発見するのである。

＊個人と組織＊

成果主義で尻を叩いている一方で組織の停滞感を指摘する意見も強く出された。

「会社の中でよかれと思うことを提案し、うまく取り入れられると気分がよい。しかし、概して会社（上司）が考える行動の許容範囲はレベルが低い。」

「開拓せよ、チャレンジせよと言われるが、いざやろうとするとブレーキがかかる。経営（の意志決定）が石橋を叩いて渡らない。」

もちろん、経営としてはニーズがあってよかれと思っても費用のことなど考えると躊躇してしまうのであろうが、それでは発破をかけられた勤め人の「やる気」を削いでしまう。

「職場の提案、個人の不満が経営に伝わっているか。経営の意志が組織全体の意識として展開され、個人の参加・参画につながっているか。」

このように考えるともどかしい。効率と数字絶対主義が縮小均衡となり、組織全体を萎縮させているという指摘は少なくない。

「個人評価の期間が短過ぎる。」

会社が個人に要求するのは半年、1年の短期的成果であり、人が育ち、育った人がよい仕事をするという見識が吹き飛んでいる。それゆえ個人が意図的に目標を下げて自己申告するというような事例もある。成果主義は本来、減点主義を克服して挑戦的組織風土を形成するべく期待されたはずである。しかし、単純に結果だけしか評価されないと受け止められるのであれば、果たして真摯、真剣に挑戦する気風が育つであろうか。

＊「今、ここで敢闘する」の美学＊

もやもやしているのである。社内外に絶え間無く危機が煽られているにもかかわらず、意地悪く観察すれば、危機感が組織的に共有され、本気、一所懸命になっているようには見えないというもどかしさにとらわれる。

「マスコミは盛んに景気が悪いと言うが、個人の生活は（それほど）切羽詰って困っていないのではないか。」

この意見には同意する人が案外多いであろう。ずるずると希望退職が蔓延し、失業率は5%台に高止まりしている。勤め人が安直に会社を去ったと言うのは失礼だろうが、全体の雰囲気として観察すれば、雇用の持つ本質的な意味と現状が軽く受け止められているからこそ、さしたる解雇反対闘争もなくずるずるとここまで来たように思えるのである。

会社に残った勤め人もまた、

「自分に何ができるかを考える人が多ければ活性化するはずだ。しかし、今はあきらめ感が漂う。自分が考えても影響を与えられない。何も変わらないと思ってしまう。」

そこで、「そういうモチベーションがなくても生きていける。日本は幸せな国なのだ」という痛烈、皮肉な意見もまた登場する。

皮肉な見方の彼は次のような発言もする。

「この会社にいるのを大前提とした場合、会社をどう儲けさせるかを考えるのが一番大事だ。経営者だけではなく末端の人まで、うちの会社がどう儲けられるか考えることだ。景気が悪い、会社がよくない、上司がどうのこうのと言うていても、この会社にいるという大前提がある以上、仕方がないではないか。」

「会社も個人も変りつつある。今ある会社で達成感が見つけられなければ会社にいなくていい。自分の働きがいを見つけられる会社に自分が行って働く。この会社にいて会社に不満を言うのはおかしい。」

彼は大手企業の中間管理職である。顧客の苛烈な価格引き下げ要求を受けて減収覚悟で、猛烈なコストダウン目標を遮二無二働いて達成する。それで達成感や「やりがい」は感じたが、今、会社は潰れないとしてもこれでは堪らない。上からの命令と部下の苦悩に悩み、かつまた自分自身の仕事意識で葛藤する。追いつめられ出口と言えば「背水の陣」意識を持ち、不条理な条件下で何とかしようと敢闘することに突破口を見つけるしかない。

「逃げない」「ここで敢闘する」のであり、しかも自分にしかできない、この仕事のプロになってやろうという美学を構えている。美学に誇りをもてるか否か、それが問題の分かれ目である。

＊「仕事と自己成長」論＊

いったい、自分にとっての仕事とは何なのか。このテーマは悩ましい。バブルのような好景気の時には考えもしなかった。しかし、長引く不況と業績不振に喘ぐ会社と個人の多い今こそ、一所懸命、本気にならなければならない。とすれば自分にとっての仕事を考えるに最もふさわしい時期だとも言えよう。

「学生の時に何をしたいか見つからなかった。それが今もずっと続いている。何をしたいのかはまだ見つけられない。」

「仕事はやりたいことができればいいが、自分は選べる中で良いところを選んだ。仕事の中に楽しみはあったが、好きとか嫌いには当てはまらない。」

仕事との出会いは大部分の人にとって偶然性が高いであろう。学生時代から自分が将来したい仕事を虎視眈々狙って獲得するという人が多くはなかろう。選択は次善、三善――いよいよ取り組むことになれば、仕事と職場への適合化の努力が進む。

慣れた仕事を変らなければならない場合もまた少なくない。

「何度も仕事を変ったが、結果的に行きたいところに行けたから良かった。」

日頃から、「自分の仕事（能力）を伸ばすにはどうするかを考えると、取り巻く状況も一緒に考えないと進まない。」

一人前になって主張できる力が身につくと、指示されるだけではなく、自分の選択肢も拡大傾向になるに違いない。

不満な仕事に就いたらどう考えるべきだろうか。

「ネジを締める仕事に就いているとする。それがバカらしいとは考えない。どんな仕事でも改善方法はあるから、改善する工夫をする。」

さまざまな仕事をこなし、苦労してきた人はこのように意見を述べる。仮に退屈な仕事であっても、変えられない仕事は必要があるから残る。

仕事を変えられれば新しい展開が始まる。

「仕事は好奇心を満たすための手段である。カネをもらいながら好奇心を満たせる。こんなにいいものはない。だからいつか世界一の仕事を提供したい。」

「嫌忌職場もある。面白くないものをどう面白くするか。面白くなくても対価があるからできる。」

このような考え方ができる勤め人が多いからわが国の会社は発展してきたはずである。果たして今はどうであろうか。

「男が熱中するのは危機と遊んでいる時である」とニーチェは言ったらしいがこの言葉、なかなか含蓄があるのではあるまいか。なぜならば、人が本気になられるのは危機と、（やらなくてもいい無償の行為たる）遊び――本気にならなければ馬鹿馬鹿しいのだから――である。仕事の達人が「仕事を遊ぶ」としばしば言う。仕事も遊びも対象の本質は変らない。極論すればプラモデルを発展させれば人工衛星になるのである。カネをもらって遊べるとすれば仕事ほど素晴らしいものは他にはない。

今、自分が携わっている仕事をライフワークであると言い切る人が多くはなかろう。それもそのはず、自分が本当に「何をする人なのか」というテーマの回答を出すのは生半可ではできないからである。順風満帆の時には自分と仕事の関係についてなど本気で考えることはないかもしれないが、苦境時こそ本質が問われる。今、勤め人は「本気になる」ことが大事な時期にある。そして、このような状況において会社が発するメッセージは、単に檄を飛ばし制度改革をすれば事足りるのではなく、その「本気」を支持し、高める工夫をしなければなるまい。

＊仕事から見た勤め人と組織の現状＊

個人と組織の関係を考えると、勤め人個人にとっての仕事の目的・意義が十分に認識されているのだろうか。少なくとも、大多数の勤め人においては、仕事において、面白さ、やりがいなどの理想論と現実が十分に噛み合っていないように見える。あらまほしき状態を手にするのは確かに大変である。だからがまんする。しかし、がまんするのもそれはそれでなかなか大変なエネルギー損失である。

組織の現状に対しては強い不満と不信が提起されたが、にもかかわらず、その現状を変革すべく闘いが展開されているという雰囲気もまたない。その結果、仕事の機能として「生活の糧」を獲得するのだから、こんなものだという消極的認識に依拠しようとする方向へますます傾斜しそうな気配である。

要するに「労働の喜び」がない状況にある。もちろん、それを求めなければ葛藤はないし、問題にはならない。しかし、喜びのない労働から組織活性化は求めようがないし、その状態に長く耽溺的生活をする勤め人の職業人生が勤め人にとって好ましいものであるとは考えられない。

「労働の喜び」がない勤め人が生産し、販売する。――仕事は遊びではないのだからひたすら我慢して働けばいい――のであろうか。そうではあるまい。喜びのない労働から生まれた商品が顧客の喜びを作るであろうか。おざなりの顧客満足度調査などでは解決できない。実際、昨今商品を購入する際、販売員の態度が不愉快だという話は少なくない。事は深刻である。

今の勤め人は「労働の喜び」というような理想論には目を向けず、「生活の糧」を獲得するという仕事機能を前面に押し出すことによって、（低次元の）組織の歯車として暮すプライドなき状態を肯定しているのではないか。人間らしく生きるためには、この現状肯定的思考を転換させねばならないのではないだろうか。

――第2章　経営からのメッセージに対する疑問――

１）人事システムは1980年代からおかしくなっていた

大企業病克服を本気で取り組まず

1960年代の高度経済成長末期、公害がわが列島全体を覆う大問題となった。ようやく解決の糸口を見出したかと思う間もなく、1971年ニクソン・ショック、1973年石油ショックに相次いで見舞われ、産業界は休む間もなく大車輪の活動を余儀なくされる。それを見事に克服し、日本的雇用である「終身雇用」「年功賃金」「企業別組合」を三種の神器などと喩え、一方でJapan as No.1などとヨイショされてわが世の春を謳歌していた1980年代初め、産業界において「大企業病」の危惧が声高になっていた。

「大企業病」とは――硬直的な組織の状況、固定的な人事、責任の不明確、リスク回避、社内コンセンサスのえにくさ――などを総称していた。そこで経営者・管理者たちは盛んに「活性化せねばならない」という言葉を駆使したものである。活性とは物質のある機能が活発になることという物理的用語である。

活性化の標的として当時話題であったのは――企業内高齢化によって生産性が低下しそうである。中高年者は技術革新についていけるであろうか。ホワイトカラーには自己研鑚してもらってどんどんアイデアを生み出す人間になってほしい。わが社をもっと「燃える集団」にできないか。――といったようなことであったが、生産性と高齢化の相関関係などを真剣に追求した企業はほとんどなかったと言っていい。新しい技術を導入すれば従業員に再教育するのは当然であるが、退職金や給与の見直しには熱心でも従業員教育は常におざなりである。

ましてエンジニアをはじめホワイトカラー層教育は自己啓発という都合のいい言葉にかまけて、要するに本人に全面的に期待しているだけ。だから自己啓発せよという精神論が盛んであった。「燃える集団」などに到ってはほとんど何を意味しているのかわからない。結局、活性化の号令のもとに精神主義――「1960年代的がんばりずむ！」がそこかしこに顔を出していた。折りから登場した新人類は旧人類のがんばりずむに対して大いに批判的、冷笑的であった。

「気配りのススメ」「ほうれんそう（報告・連絡・相談）」などが流行語であり、そのお陰をもって「気配りは社内7割、社外3割」という体たらくにもなった。それでも業績がよく、やがてバブル景気へと突っ込んだ時代である。本来、大切にすべき顧客中心の発想が吹き飛んで、極めて自己中心化、自家撞着的な個人と組織風土を形成して行ったのであった。

コーポレート・アイデンティティーは大雑把に言って「ごっこ」に終始した。号令をかけ、外部のコンサルタントに任せて報告書を作成させただけでは意味をなさない。人事の動向を見れば、いわゆるバブル採用に奔走していた。好景気の裏で日本的人事管理は凋落の一途を辿ってしまったのではなかっただろうか。

最近、世間では「失われた10年」と言うが、前述のように企業の人事（システム）を全体として眺めると「失われた20年」と言うほうが妥当である。

すでに「会社離れ」が発生していた

1993年、バブル崩壊直後から企業社会はリストラ大流行になった。当時のわれわれの分析を振り返ってみる。

――バブル経済の清算は結局リストラである。しかし、それでは何も清算していないのだ。要するに儲けに浮かれていた時代から儲けにシビアになるというだけなのである。両者を貫くのは依然「儲け」でしかない。これでは清算とは言えない。――（「豊かな勤労者のための未来への課題」アカデメイア1995.6）

すでにかなりの会社が指名解雇もどきの希望退職をやっていた。95春闘ではお陰で増収増益基調であったが、円高でもあり経営側はベア要求を値切りに値切り、前年よりベア増率を高くしない戦略を貫き通した。その戦術は例によって猛烈に低い回答をちらつかせてフェイントをかけ、最後に組合の粘りが効を奏して歩み寄ったという演出であった。関係者間では労使共にめでたい春闘なのであったが組合員にすれば十分に不満があって当然の結末である。

――注目すべきは、組合員がなぜこのような回答でも不満を言わないかということである。多少大袈裟に言えば、要するにベアなどどうでも良いと無意識のうちに考えているから不満を表明しないのだ。つまり賃金で人々を管理できる時代がすでに終ってしまっているのである。――（「95春闘から見た労使の問題点」アカデメイア前掲）

われわれは当時、企業と個人の関係について、かつての「会社主義」が揺らいでいるのを嗅ぎ取っていた。会社社会の経済的成功によって、勤め人が低賃金の桎梏から解放されたのは事実、そればかりか、いや、それゆえと言うべきか、皮肉にも会社は個人に対する影響力を失いつつある。勤め人の「会社離れ」が進むのではないかという予兆である。

――社会システムとしての「労働と余暇」について考えれば、30年前は明らかに「勤労第一」であったが、今は少なくとも相当「余暇」にシフトしてきた。ところで人々の意識が時間当り生産性の向上に向かうだろうか。労働の質を不変とすれば明らかに生産性は低下し、企業を中心とした日本経済の凋落が開始する可能性が強い。日本病を視野に入れておかなければならない。（「豊かな勤労者のための未来への課題」前掲）――

年間1900時間程度働く。少なくとも余暇は2000時間以上もある。生活の意義が労働にあるとすれば膨大な非労働時間をいかに過ごせばよいのか。余暇時代が到来しているにもかかわらず、現実は絶えざる長時間労働（残業などによって）が繰り返されていた。しかも、一方で「勤労第一」の価値観は衰退してきた。勤勉にもなれず、余暇を謳歌するという雰囲気もまたない。日本病を危惧した所以である。

「企業離れ」にも気づいて警鐘を鳴らした。

――企業組織の在り方はどうだろうか。利益共同体としての企業による個人への刺激が減少し、むしろ個人のライフスタイル展開への妨害機構としての企業が語られることが増えてきた。（前掲）――

――企業が活性化するためには「経済的成果」（収益など）＋「行動的成果」（やりがいなど）の総和としての検討が必要である。貧しい日本においては「経済的成果」それ自体が人々の「行動的成果」を巻き起こしたが、今後は「行動的成果」こそが「経済的成果」を生むと考えるべきではないだろうか。何が人々へのインセンティブであり、何が「行動的成果」を導くのか、真剣な検討が必要である。（前掲）――

――そして人々の「企業離れ」が発生しているとすれば、それは企業という物理的存在に対してではなく、「企業風土」を醸し出すリーダーシップ、チームワーク、コミュニケーションなど、組織と個人を結ぶシステムとして検討しなければならない。言わば「企業離れ」とは「人離れ」なのである。（前掲）――

会社をいかに再生するか――1995年の地点で

会社の価値を何に求めるか。1995年の地点でわれわれは次のように考えた。「数字の目標を言葉へ」、「社員の人間的成長の支援を」、「創造的破壊の体質を」。

――リストラ、リエンジニアリングなど、会社の再生策が数字になっている。しかし、大きな会社では、1人ひとりの自分の仕事との関係が分からない。会社は利益、売上という数字がロマンだが、人は数字に走らされたのではロマンもへったくれもない。それを言葉のロマンに変えなければ、1人ひとりはがんばれないだろう。（「会社主義の未来はどうなるか」アカデメイア1995.6）――

――社員の人間的成長への支援もある。個人が仮に会社を動いたとしても、生涯では企業社会で40年間働く。働くことが人間的成長につながると思える経営スタイルと、生活の糧をうるだけと思う会社では、大きな差がある。社員をコストとしてしか考えられない今、いったい人事部は何をしているのであろうか。（前掲）――

――会社が支持されてきたのは、時代にふさわしいものを作ったからだ。組織はいかに良いものを開発するかを考える時に来ている。（前掲）――

利益体としてだけではなく、言わば「共感共同体」としての会社をめざすべきだ。それを支えるのは「自立人間」である。「自立人間」とは、たとえば「自分の主張ができる」「自発性・先見性・計画性を持つ」「状況・周囲との調和ができる」「自己に責任を持つ」などである。その「自立人間」が物事を限りなく明晰に思索、追求するところに組織の創造的体質が生まれる。

創造的破壊が必要だとは誰しも言う。それは、技術的、意識的、組織的混乱を引き起こすだけのロマンなくしては画餅に過ぎない。リストラが再構築ならずコスト削減に止めを刺し、組織からさらに活力を奪ってしまったのが、バブル崩壊後の人事の在り様であった。それについてさらに考えてみたい。

２）バブル崩壊後の人事管理について

「右肩上がりの時代が終った」という言い方

バブル崩壊後、ざっと1000兆円以上が消えた。企業がコスト削減策に走ったのがやむを得なかったことを理解しているが、あまりに雑駁、粗雑、問答無用、全体的に説得力を欠いた動きが目立ち過ぎた。まさにコスト削減すればすべて解決するかのような雰囲気が会社社会に蔓延したことを指摘せざるをえない。

仲間内に向けて危機感を煽ることの意味は、常識的には、人々が問題意識を共有し、もって連帯、協働して対処しようという気風を高めてこそであろう。逆にそれが人々を萎縮させてしまう効果ばかりを大きくするとしたら、環境・状況の外部危機を内部危機に抱え込んでしまうことになる。1990年代中葉近くからわが会社社会においては危機感の喧伝に実に力が入ったが、まさしく人々を萎縮させ闘争力（の連帯）を喪失させてしまったのではなかろうか。

「右肩上がりの時代が終った」という言葉は一種の言論封殺的、思考停止的趣きが強い。少し冷静に考えればそれは資本主義の終焉ではなかろうか。かつて社会主義的な風潮に対して徹底抗戦、資本主義社会を守るとまなじり決しておられた経営・人事の立場においては、軽々しく言えない言葉のはずであったが、枕詞のごとく呪文のごとくに唱えられた。さらに、少し前まで日本的経営の三種の神器は「終身雇用・年功序列・企業内組合」と誇らしげであったにもかかわらず、さしたる議論もなく終身雇用・年功序列糾弾とでも言いたくなるような論調が幅を効かせたのであった。

そもそもバブル経営の責任を直ちに潔く取られた経営者はほとんどない。あたかも敗戦後「一億総懺悔」が語られたのとよく似ている。責任者をまさしく中空構造的に不在として、終身雇用と年功序列批判に熱が入った。年功序列は以前から労使双方において問題意識を持ちながら手直し、改善してきていた。しかし、終身雇用は言わば日本的雇用慣行の憲法とでも言うべきであり、「人事の継続性」の中でも最大の柱であった。

年功序列はともかく、終身雇用制度はわが国企業における労使間の象徴的な規範を構成していたはずである。――会社に雇用された労働者は真面目にきちんと働いていれば解雇などされないから、社業の一部を担って懸命に働く。会社もまた雇用関係にある労働者が安易に会社を辞めたりしないのだから、必要な教育を施し、人材育成することはおおいにメリットがある。――という規範である。

だから人事部は「採用とはその人の人生を預かったのと同じである」という矜持をもっていた。人事部は人材育成に心を砕き、雇用維持のためにがんばる。人事部の仕事はわが社の雇用を守ることなのである。バブル崩壊後において、この人事行政が根底から覆されたように見える。

そもそも製品を作るのは人である。人が育つ、育つ人が良い製品を作る。そのような会社は発展する。発展する会社を作ったところの「育つ人」がひょいひょい転職するものではない。人が育つ、組織は人を育てようとする、そして「活用の論理」を組織活動の柱とする。つまり終身雇用が言わんとする理念は、個人と組織の在り方を見事に結び付けているのであって、だから優良だと言われる企業は軒並み勤続年数が長くなっているのである。

1980年代中葉以降、会社が個人を選ぶだけではなく、個人が魅力的な仕事（のある会社）を選ぶ時代になったという美辞麗句が並べられた。いわゆる労働市場開放論である。それが果たして現実を正確に表現しているかどうかはここでは問うまい。仮にそうだとすれば個人が仕事を代わるのは今より魅力的な職場へと移動するはずである。それは、すなわち転職者が輩出する会社はよろしくない会社なのであって、人件費コスト削減できたと喜んでおられるものであるのかどうか。

米国では会社の移動が当然であるとしばしば言われるが、優良な会社の社員が転職しないという常識が無視されている。またしょっちゅう社員の入社・転職の動きが激しいような会社の経営が円滑にできるであろうか。「どこの会社へ行っても通用するような人材たれ」などと御託を並べるのではなく、「今、うちの会社でこのように成長して欲しい」というメッセージをなぜ送ることができないのか。終身雇用制度の理念を軽率にないがしろにした人事動向については、大きな疑問があると言わざるをえない。

年功序列にしても、飢餓賃金時代から、言わば労使の知恵として標準生計費を眺めつつ、終身雇用下における社員の生活を下支えし、さらに年齢・勤続だけではなく功績を加味して絶妙の運用がなされてきたのであって、しかも年功序列が指弾さるべき賃金カーブはずいぶんなだらかになってきていた。大部分の社員の賃金配分において、致命的だと言わねばならないほど年功序列が妨害要因になっているとすれば、それは労使、とりわけ会社が惰性的運用をしてきたということに他ならない。

このように考えれば、終身雇用・年功序列に対する糾弾的批判が意図した本意は、「人」を人件費コストのみで考え、いつでも経営の都合によって雇用調節できるフリーハンドを取るところに狙いがあったと言わざるをえない。そうであればまさしく社員に対する会社の背信的行為であり、「人事の継続性」を破棄したものである。

かつて人事部は希望退職であろうとも、自然減・採用減以外に雇用に手をつければ、人事失政であるという矜持を持っていた。それが金融時代、「市場の声を聞け」などの軽佻浮薄なジャーナリズムのキャンペーンもあり、希望退職を決断すれば株価が上昇するというような奇態な状況もあいまって、まるで人減らしをしていれば人事のプロというような倒錯的雰囲気が作られてしまった。「仕方がない」、「このようなことになったのも右肩上がりの時代が終ったからだ」というように、いつの間にか右肩云々は思考対象から外れて人事行政を統制するような役割を果たしたと言えるのである。

「これでは業績不振が黄門の印籠のごとしではないか」という声は少なくなかった。業績不振でも大幅ベアしろなどと言う組合員（社員）はいない。緊急避難的なコスト削減策が必要であることを否定するのではない。5Kの削減（交通費・交際費・広告費・開発費・教育費）は短期間であれば意味がある。しかし、経営戦略を考えれば、一律削減を長々継続すれば「合成の誤謬」を言うまでもなく、自分で自分の首を締める行為と何も変わらない。投資なくして利益を上げるというのは敗戦直後の「一億一心火の玉」的竹槍思想と同じではないだろうか。

つまり「右肩上がりの時代が終った」という言葉に沈没して、会社社会には思考停止が蔓延してしまった。縮小経営下、社員は物言えば唇寒し、「蛸壺」意識になってしまったと言っても過言ではあるまい。

成果主義の成果が出たか

10年間にわたって多くの企業で成果主義の制度が導入された。制度は社員を会社に分かち難く結び付けるものであり、大きな会社においてはきちんとした制度抜きの人事管理はできないから、環境・状況に応じて制度が改定されるのは当然である。制度導入・改定に際しては「公平性・公開性・納得性」が極めて重要な鍵である。

成果主義はグローバル時代の大競争下、勝ち組になるか負け組になるか、「雇用される能力」など、ジャーナリズムのお囃子に乗って拡大したのである。

理屈では、大方の受け止め方は信賞必罰の徹底という印象であった。しかし、従来賃金制度改定に際しては、いくばくかの原資を用意して着手してきたのであり、原資が減少するという状況においての大規模な制度改定は、露骨な賃金減少策に過ぎない。まして、現実に公平な評価基準がある訳でもない。要するに少ないパイの争奪戦が厳しくなる、「ぼやぼやしていたら負け組になるぞ」といった恫喝、マイナスの組織規範を高めたのであって、1980年代からの懸案である大企業病を克服し、業績不振をはね除ける士気高揚にはつながらなかったと言わざるをえない。かくして自縄自縛的に会社は元気を喪失していった。

終身雇用・年功序列という戦後会社社会の繁栄を作ってきた制度を変更するのであれば、とりわけ納得性ある全社内大討論が展開されるのが当然である。そうであれば、「働く」側面から会社の理念・戦略・戦術も含めた棚卸が進み、バブル当時、お茶を濁す程度に終ったコーポレート・アイデンティティーのやり直しができたかもしれない。しかし、大部分は社内の一部関係者間で検討し制度が導入されたのである。鳴り物入りの成果主義が、さして大きな社内討論なく導入されたこと自体がすでに看板と中身のギャップを意味している。

そもそも目下の業績不振は終身雇用・年功序列に責任があるわけではなかろう。要するに人件費コスト削減策に過ぎないということは誰もが気づくことである。信賞必罰たる筋を通す成果主義そのものに反対することは、すでに自分が成果主義下において具合の悪い存在だということを告白するようなものだから容易には反論できない。あるいは制度などが従来適当に運用されていると感じていれば、どうせ制度が変ってもたいしたことにはならないと考えるかもしれない。

あるいは自分は優秀でがんばっているのだから勝ち組であると考えている方々が多数派なのだから、格別不審、不満が出なかったのでもあろうか。しかし、多数派が勝ち組であるような組織において、何ゆえ「ぼやぼやしていたら脱落者になるぞ」というような制度が導入されなければならないのか、という疑問点もまたある。さらには、今まで信賞必罰＝成果主義でなかったから、もっと成果を上げられる人々が適当に手抜きをしておられたのであろうか。そうであれば先に報酬を高めれば業績は直ちにV字回復するはずであろう。

この間の人事行政における最大の失敗は、「制度主義」に傾斜してしまったことである。どんな立派な制度を導入しても制度が人を変えたりはしない。制度は所詮方便であり、いかなる運用がなされるかこそが大切である。運用の実を上げるためには、社員の士気を高揚させねばならない。果たして成果主義によって士気高揚したという会社が生まれたのであろうか。

むしろ従来から指摘されてきた減点主義に対する恐れが増幅し、揚げ足を取られないように、絶対失敗をしないようにという気風が強化されたのではあるまいか。組織は個人の力量の単なる足し算であってはならず、個人の力量が組織的に拡大することを求めるはずであるが、露骨、単純に社員同士を競わせる印象が強い制度においては、誰しも自分のことしか考えない。チームワークなど望むべくもないということになってしまう。

組織における個人が競争すべきは、組織に対する貢献度の競争であって、単純にチームメイトに比較して自分が相対的優位を占めるということではないはずである。果たして成果主義が前者であるというメッセージを正確に伝達していたかどうか。今の会社社会の沈滞感を見れば、残念ながら後者のメッセージを伝達してしまったと言わざるをえない。

そもそも人事部門というのは直接的利益を上げる部門ではない。にもかかわらず何ゆえに会社の中枢を占めてきたのか。ともすれば営利主義に走ってしまう企業にあって、会社の社会的品性（徳性）を掲げ、社内的には個人が他者と協働して意義ある事業活動に参加しているという気風を培養するのが本来の任務である。

少し意地悪く指摘すれば、この間の人事行政は、言わば人事部門自身が保身に走り、経理の下請け化したかのような印象が強い。会社の士気が上がっていないのは業績不振のせいばかりではない。いや、業績不振であればこそ、一致協力してがんばろうという士気を鼓舞できていなければ人事部門としての役割を果たしているとは言い難い。人事行政の基本は「人」にある。「人」に対する厳しくも暖かい目線が消えているのではないのか。「人」を動かすのは「人」であって制度ではないのであることにもう一度謙虚に思いを致してもらいたい。

３）職場マネージメントに現われている問題

中間管理職の苦悩

ものごとは余程衝撃的事件でもない限り、ましてや組織体質などにおいては急転直下の大変化が発生することはない。しかし逆に言えば組織は生き物であり日々移ろう。注意深く観察して変化を見詰めなければならない。その最前線にいるのが中間管理職層である。

職場における最大の経営課題はマネジメントがいかに展開されているかに尽きる。会社にとって、個人がいかに積極的に自分の職責を果たしているか、その仕事ぶりを的確に統制しなければいかに安い賃金で採用しているとしても、結局は高い買い物になってしまう。

1980年代初め、新入社員の非出世志向がかなりの話題になった。ところが「最近の若者はガッツがない、上昇志向がない」というのが当時の一般的解釈であって、組織的現象として受け止められなかった。若者にとって出世の対象として見えるのは、いわゆる中間管理職である。中間管理職が若者にとって尊敬に価する存在でなければ、出世自体が灰色に見えてくるという心理を看過してしまった。

さらに言えば、中間管理職が輝いていないのは、彼らの上の部長が輝いていないのであり、部長が輝いていないのは、重役、さらに、さらに社長が輝いていない――という理屈が成り立つ。若者たちが出世を歯牙にもかけないというのは、実は個人的資質の問題ではなく組織的病弊を現していたのである。

活性化が問題になっていた1980年代、しばしば経営者から「第一線管理職がマネジメント能力に欠ける」という指摘が発せられていた。労使経営協議会などでも話題になり、組合からも同様の指摘がしばしばなされていた。しかるにバブルに向かう過程では、「ポストが人を成長させる」という単純な論理で、管理職が乱発され「ポスト・バブル」現象もまた著しかった。

マネジメント不在の状態

年功序列制度それ自体の問題ではなく、制度運用がバブリーになったのである。ラインの管理職にできない候補者は専門職に任命された。もともと総合職として育て、専門性を育ててなかったにもかかわらず、ポスト主義によって処遇するという方便がとられたのである。だから「何にもせんもん職だ」などと陰口を叩かれたものである。

バブル崩壊後は当然ながらポスト面においても反動が起こった。そして、人員削減、縮小され、中間管理職は上からの数字と部下の不満の板挟みになる。本来活性化している組織においては権限が上から下へと委譲されるのであるが、それが逆転し、上が下の仕事を抱え込むようになった。職場のマネジメントがうまくいかないのは当然である。

これは中間管理職だけの問題ではなかろう。概して組織において人員削減策が展開される場合、いわゆる「役立たず」から排除されることになる。ところが組織末端を排除したとしても、彼らが担当していた仕事は残る。その仕事を残留者たちがこなすというのは、要するに仕事の質が低下することを意味している。しかも仕事量は増える。改革しようと檄を飛ばしても当事者にすれば降りかかる火の粉を払うのに精一杯である。

たとえば成果主義が導入されて、育成面接をする。しかし部下の側に「言っても仕方がない」「どうせ決まっている」というような風潮であり、物言わぬケースが多い。上司に提出した自己申告書をさしたる意見もなく返された部下にしてみれば「あんたの意見はないのか」という気分にもなる。制度がふわふわ漂っている。マネジメントとは制度に血を通わせることではないのであろうか。

管理職の本来の仕事はマネジメントである。マネジメントは管理職が自分の本来の！仕事の合間に部下の面倒を見ることではない。担当者たる部下が必要な行動を起こしているか、何か仕事上で困惑していることはないか、仕事が適正に配分されているか。そして、自分の管理する分野において、リーダーシップ、チームワーク、コミュニケーションが適正になっていて、個人の力の総和以上に成果を挙げえているか。あるいはその目的を明確に意識した行動がとられているか。――これが問題である。

中間管理職がきちんとマネジメントをこなしてないという指摘は極めて多い。それを個人的資質の問題であるとすれば、人事配置が適正におこなわれていないのであり、全体的問題となっているのであれば、人事システムがきちんと稼動していないのである。いずれにせよ、人事部門が適正な活動を展開しえていないことになる。

そして組織的に考えれば、中間管理職の活動が効果的でないということは、実は組織全体の不活性化そのものを意味している。これが、今日のわが会社社会の病弊だと言っても過言ではないであろう。経営トップや人事部門が「中間管理職が問題だ」などと呟いて済むような問題ではないのである。

――第3章　組合に対する組合員の無関心が意味するもの――

１）希薄な組合の存在感、組合と組合員間の意志疎通不足

組合役員の悩み

勤め人諸君には、経営や職場の状況に対する不満が強い。しかるに組合員が組合に対して意見をぶつけているとか、組合に期待するような意見がほとんど提起されない現状をどう考えるべきであろうか。問題状況からすれば、組合員の代表・代弁者としての組合に対して満足しているから意見が出されないのだとは考えにくい。組合員が経営に対する意見を具申するとすれば、――職場の管理職に対しての期待が低いのであるから――組合に対して「聞いてくれ」と言うのが問題解決法のはずであるが、なぜそのようにならないのであろうか。

組合役員の任にある方々からは、組合員との意識的すれ違いを指摘する意見が多い。大部分の組合役員は非専従である。職場と組合役員の仕事をこなすのに時間的に考えても相当の苦労をしている。家庭における役割や団欒などの実態を考慮すれば、ずいぶん犠牲的精神を発揮しているのであるが、彼らの誠意が組合員に伝わっていないのである。

ところで組合役員になった動機を見ると、30年くらい前とは様変わりで、自分から手を挙げて役員になったという人はほとんどいない。「なりたくてなったのではない」というのが主流である。説得されて悩み抜いた揚句に組合役員になった方が圧倒的に多い。彼らの大部分は役員になる前は組合そのものを熟知していた訳ではない。他の組合員同様、組合についての知識などはほとんどないのが普通である。

ノンポリ組合員であったとしても、彼らは問題意識においては卓抜したものをもつ方々である。たとえば日頃の仕事を通して、もっとチームワークや組織力を発揮したいと考えていたからこそ、「組合役員になれば、組織を通じて大勢の人たちに影響力を与えられるかもしれない。」「会社に対して対等に意見が言えればもっと面白いだろう。」さらには「最近は視野が狭くなった。自分を変えるチャンスではないか」というような思いをもちつつ、勧誘する説得者の熱意にほだされて役員に出ることを決意したのである。そして最初から大きなことはできないのだから――組合員と会社の意志疎通のつなぎになればいい。――と考えている方々が多い。

いよいよ、役員になってみれば予想外に忙しい。さまざまな情報に接する。勉強になる。役員としてのやりがいは、従来の仕事とは一味も二味も違って興味深い。経営動向は確実に身近で切実に見えてくる。それを引っさげて職場へ出る。しかし、問題はここから始まる。組合員の反応がどうも思わしくない。いろいろ説明して「分からないことがあれば聞いてください」ともちかけるが、質問や意見が帰ってくることはまずない。

制度改定などにおいて、労使間協議がもたれるのは当然であるが、組合がその内容説明に汗をかくのと比べると、会社は通り一遍の紙片で終ることが多い。本来、就業規則改変などについては会社が直接社員に説明するのが筋であるが、上意下達の会社においては、その説明責任が十分に果たされているかどうか疑問が大きい。その結果、組合が会社の下請け化してしまっているのではないかという不満は組合役員のなかにも決して少なくはない。労使協調にぶら下がっているのは、むしろ会社ではないのであろうか。――という意見が出るのも無理からぬところである。

役員と組合員の間には隙間風が吹いている。役員諸君の悩みは深まる。

「組合員の意見＝執行部の意見ではないのだろうか」。

「組合員←→組合←→会社のやりとりが一度で決まるが、それでいいのか。」

「執行部は、分からないことがあれば聞いてくれと言うのだが、職場組合員にすれば初めて聞いた話を理解して、消化し、意見を言うのは容易ではなかろう」。

彼らは組合（役員）と組合員との間に何らかの齟齬、理解不足、そして距離が現実に存在していると考えている。当然ながらこのような状況においては、組合における意志統一の意味は弱い。機関手続きが民主的におこなわれてはいるが、現実に役員が組合員との間で十分なコミュニケーションがとれていない。真面目で良心的な組合役員は――組合と組合員の距離を縮めたい――と切望する。組合員の無関心を「無関心だから組合員がよくないのだ」と決め付けない態度には好感がもてる。しかし、彼らの悩みは依然として深い。そう容易に改善できる問題ではないからである。

不満はあるが受け皿がない

組合員の組合に対する無関心の理由はいったい何だろうか。バブル崩壊後、会社が雇用に手をつける以前までは、――組合は組合員の不満がエネルギーなのだから、組合員が格別不満をぶつけてこないのはすべてがうまく運んでいるからだ。組合は空気のようなものでもいいのではないか。雇用が守られ、格別組合を意識せずに済むというのは良い状態だとも言えるではないか。――というようなクールな意見も少なからずあった。もちろん全てがうまく運んでいるのであれば、問題はないかもしれない。

しかし、1990年代中葉からの勤め人世界は惨憺たる光景を呈している。経営からは危機ばかりが煽られる。会社の危機もさることながら、ぼやぼやしていればいつ首にされるかわかったものではないような雰囲気が漂う。成果主義が喧伝され、問答無用の指示・命令が会社危機における至上命題として下りてくる。少なくとも自信をもって真面目に仕事に取り組んでいる勤め人にとっては、苛々や不満が蓄積しているはずである。事実、マネジメントを評価するような意見は聞こえない。トップダウンが強くてもリーダーシップがあるという声もまたない。チームワーク、コミュニケーションがよくないというのは今や常識である。

勤め人個人としては堂々の正論を吐きたくても吐けない状態に置かれている。そうであれば、まさしく組合員の代表・代弁者たる組合に対して期待が高まっても不思議はない。組合員は組合が自分たちの代表者・代弁者であるとは考えないのであろうか。年間ざっと6万円もの組合費を支払いつつ、組合員は何も言わない。それは客観的には「組合の存在感がない」という以上に悲惨に見える。

２）組合員の無関心は意志表示の1つである
組合無関心の系譜

現役の組合役員は組合員の無関心に困惑しているのであるが、歴史的に見れば、これは昨日や今日忽然と現われた事態ではない。現役役員はその意味では過去の負債を背負わされているとも言える。

組合員意識の無関心が話題になるのは1975年ごろからであった。まだ春闘への期待が強いにもかかわらず、組合員意識はすでに賃上げ・労働条件の維持向上という伝統的活動だけでは吸収できなくなっていた。ポスト春闘の戦略を組合内部で検討しなければならない時期が訪れていたのであるが、残念ながら圧倒的組合役員は、そのような問題意識をもたなかった。

組合員意識調査で、組合に対する不満が過半数を超えていた。不満は年齢が若いほうへ行くほど顕著であった。1980年代に入ると「組合空気論」「組合生命保険論」、さらには「組合無用論」が台頭していく。国民の90%が中流意識をもつと意識調査で発表されたのは、1984年である。さすがに組合員意識の多様化が盛んに話題になったが、目覚しい対策はなかったと言わざるをえない。

大部分の良心的な活動家は、組合活動の大切さ、連帯・団結の意義を説いて、組合員が組合活動に参加するように働きかけた。しかし、信仰心篤い人にありがたい念仏でも、縁なき衆生にはなんらの効果がない。そもそも組合活動が元気であった時代でも、活動に熱心な組合員はいわば少数派であって、組合費を支払っていることを除けば大部分はフリーライダー的関与である。だからすでに1960年代後半から「春闘の盛り上げ」という作業が組合の大きな課題になっていた。

組合員・組合双方の無関心

組合員の無関心とは換言すれば、「無関心という意志表示」をしているのである。その無関心が何によって醸成されているのか、当時の執行部はもっと真剣・深刻に悩まなければいけなかった。しかし、執行部・活動家は組合員の変化を見抜く作業をやり切らなかった。厳しく言えば、組合員の無関心は組合活動がうまく行かないことの理由、一種の免罪符にもなってしまった。組合組織による組合員の意識変化に対する無頓着。これは「組合（役員）の組合員離れ」であるとも言える。

組合活動は大衆運動である。組合員からの評判が芳しくなければ力をもたない。ところが現実には、組合は企業にチェックオフ義務を課し、財政基盤は確立している。昔は組合などは不逞の輩と見られたものだが、1980年代ともなれば執行部になったことが身辺の不穏を招くことはなく、いわば社会的名士である。反主流派による分派活動fractionもほとんど存在しない。しかし、ここに落とし穴が開いている。組織はあるが運動がないという状況になっていたのである。

第一に、組合において、会社および組合員双方に対して、緊張感が欠落している。組合自身が常に問題意識を持続して、「何をなしうるか」「何をなさねばならないか」を切実に追求しないかぎり、現状に埋没してしまいやすい。

第二に、変化する環境・状況を泳ぎ抜くためには、常に現在の組合の自己認知を深めて、もって必要な変化を組み込み、自己否定を起さなければならないが、大部分の組合活動は前年踏襲型であり、新規事業を発掘せずに来た。

第三に、環境・状況に対応した活動のコンセプトが発見されなかった。組合員の無関心、意識の多様化を口実として、組合が組合員の意識に踏み込んで行く作業を十分にやらなかった。

極論すれば、これらの根は一つである。春闘を中心に組合活動が一定の成果を上げて、社会的認知を獲得した結果、組織維持にのみ熱心になり、――組合員的・時代的・社会的――切り口で、組合活動を検証し、軌道修正をしなかったのである。わが組合が組織的に成長するにしたがって、組合活動が低迷して行ったという歴史的事実（＝皮肉でもあるが）に注目しなければならない。

労働組合運動の司令塔とも言うべきナショナルセンター・連合は、かつての労働四団体が統一してできたものである。連合結成のプロセスでは「顔合わせ・心合わせ・力合わせ」がリーダーたちの合言葉であった。しかし、連合になっても組合活動の新事業に見るべきものがなく、一貫して春闘中心主義できた。戦後、何度か労働戦線統一の動きが発生したが、容易には成功しなかった。皮肉なことに、連合誕生への時期は、既存の労働運動四団体が明らかに運動の力を失いつつあり、労働運動低迷の始まりにあってようやく統一が実現したのである。連合の最大任務は既存労働運動四団体のリストラ（再構築）にこそあったのであるが、それらしい行動がなかったのである。

「数は力なり」と言うが、知恵や力を結集しなければ所詮烏合の衆である。連合は新しい労働運動のメニューを用意しなければならなかったのであるが、日本の組合が力合わせして達成しようとする共通課題が今日に到るもまだ見えない。なぜなのか。大胆に指摘すれば、組織維持論があっても運動論がないのである。運動論を構築するために何よりも組合員そのものに注目しなければならない。企業内組合である単位組合と、ナショナルセンターである連合の具体的活動が異なるのは当然である。しかし、何を課題とするにせよ、組合が組合員に拠って立つ組織である以上、全ての組合は大衆運動の基盤に立脚しなければならない。

３）賃上げ原理主義の限界

わが国の組合は1955年から、春闘＝ベア交渉を軸として活動を展開してきた。もちろん、それ以外にも明治時代、組合活動を開始した高野房太郎以来の共済互助活動や、各種労働条件の維持・向上、教育研修活動、各種イベントさらには政治活動などなど、さまざまなメニューが用意されているが、春闘開始以来、一貫して春闘が組合活動最大の事業であったことは間違いない。

組合員は誰でも――仕事は生活の糧である――言うだろう。また組合に何を期待するかと問えば――賃金、労働条件の向上である――と答えるに違いない。実際、いずこの組合が意識調査をしても、組合員が組合に期待するものは「賃金アップ」であった。お金があって困る人はいない。勤め人にとってお金はあればあるほどいいに決まっている。ここに知的盲点がある。確かに賃金は高ければ高いほどいいのであるが、お金とは本来「交換価値」であって、それによっていかなる暮しを手にできるかこそが問題である。

確かに賃金交渉たる春闘は貧しかった時代へ遡るほど元気であったから、組合活動の目的を春闘であると短絡するのも不思議ではないのだけれど、少し冷静に考えてみれば、――賃金はそれによって獲得したいはずのライフスタイルへの切実な願望ゆえに――元気だったのであって、仮に貧しくとも、その程度の生活で事足れりとすれば、春闘が盛り上がることはなかったであろう。つまり賃金はあらまほしき生活を獲得するための手段であって、賃金そのものが目的ではないのである。だから名目的な賃金上昇に絶対的な意味があるのではない。

春闘を組合活動の最大事業と位置付けていたのであるから、春闘の低迷は組合活動の低迷と直結する。組合活動の元気喪失の最大原因は、言わば――春闘原理主義――に沈没してしまったからである。

そうではなく、組合活動とは――組合員のあらまほしき生活のためにある、組合員の人生を充実させるためにある――のだと考えれば、組合活動の領域は極めて大きくなる。仮に経済的活動だけに限定したとしても、実質生活の向上をめざすのと、ただ名目賃金上昇をめざすのとでは、意気込みも戦略・戦術も大きく変ってくる。

実質生活ということに目を向けるならば、たとえば賃金で大切なのは名目的数字ではなくて、それによっていかなる生活を手にできるかという視点が浮上するであろう。たとえば年収が同じであったとしても、その年収獲得に費やした時間が長いのと短いのとでは中身がまったく変ってくる。従来の組合においては、もちろん組合員自身に「収入／労働時間」＝賃率の意識がまったくと言っていいくらい欠落している。

だから、組合が時間短縮の必要性を強調しても、大部分の組合員の反応は「時間短縮より賃金を上げろ」という単純な思考によって支配されている。相変わらず残業は放置すれば野放図になるであろう。それのみかサービス残業が当然の気風すら生まれている。有給休暇は依然として取得率が50%を切っている。世界広しといえども有給休暇の取得率が半分にも満たない国などはちょっと見当たらない。

労働時間が長くなればなるほど賃下げになっていることに気づいていない。この時間に対するあっけらかんとした無知識・無理解ほど、わが国の組合活動を低迷させている理由はないと言ってもよかろう。換言すれば、仕事が生活の糧であると言いつつ、その糧を使ってどんな生活を展開するかという考え方が育っていないということに通ずる。まさしく「猫に小判」のごとしである。時間問題に関する教育・啓蒙・組織をするだけでも大きな組合活動が開始するに違いない。

1980年代に入って、Japan as No.1と言われるようになった当時、「豊かさ・ゆとりが感じられない」という言葉が流行した。その言わんとする本質は「モノ・カネを手にしても、それ自体が幸福感には貢献しない」ということであったのだが、やがてバブル経済に突入して、じっくり問題の本質について考えることをしなかったのである。そのまま突っ走ってバブル崩壊し、不況が長期化するような体たらくになると、今度は明日への不安にひっつかまって、何がなんでも今の生活にしがみついておけばいいというような雰囲気が蔓延してきた。現状維持の安定志向が強烈に支配する社会になってしまった。
４）雇用問題と労使関係

バブル崩壊後、あれよあれよと言う間にわが国の失業率は5%を超えて、今も高止まりしている。長引く不況下、業績不振で、企業が雇用に手をつけざるをえなかったのは事実であろう。それにしても失業率25%の敗戦後を除けばこんな体たらくになるのは異様である。「雇用を守る」ことを最大の課題としてきた組合が妥当な活動をしているにもかかわらず失業率5%超過時代が訪れたのであろうか。

かつて雇用に手をつけるようなことになれば、経営者は社会的責任を無視したものとして厳しい批判の対象にされたし、まして雇用削減すれば経営が評価されるというようなことを期待する雰囲気はなかった。もちろん経営者とて酔狂で雇用削減をするのではない。「耐え難きを耐え、忍び難きを忍ぶ」という気持ちであったとは思われるが、「会社が潰れたら元も子もない」という単純な理屈が労使関係の根底にでんと居座って、容易に雇用削減を許容してしまうようになったのは、組合の――負の貢献大――と言わざるをえないのである。

精神論だと笑われるかも知れぬが、かつての組合役員であれば、大幅な雇用削減に賛成すれば間違いなく辞任したであろう。当然ながら経営側も責任をとらざるをえなかった。翻って、バブル崩壊後の大幅雇用削減において、そのような態度をとった労使がいかほどあったであろうか。そもそも、残る人にとっては「会社が潰れたら元も子もない」論が成立するが、辞めて行かざるをえぬ勤め人にとっては「会社が潰れなくても元も子もない」のである。勤め人にとって雇用の意味は死活問題である。

成果主義が喧伝されるようになった当時、組合は経営に対して、今までの経営成果の責任を問うたのであろうか。言わば、声なき声の勤め人が成果なき経営の責任をとって会社を去って行った。彼らによって会社が救済されたのであって、それは本来責任をとるべき経営者において責任放棄した結果に過ぎない。リストラが本来の再構築を意味せず、単に減量経営であったことを意味している。

成果主義が本来掲げられるべきは経営の任においてこそである。勤め人は労働力の売り手として、能力発揮を求められる。しかし、それを「モノ・カネ」の資源に組み合せて儲けるのは経営者の任務である。経営における成果とは、本来「経営権」の範疇に属する。成果主義（＝経営権）を個別社員に押しつけるなどは思想的には経営権の分散、放棄にも通ずる。

――経営権というものは経営者がその企業組織を専断的に管理経営する権利である。所有権のうちに内包する一機能とみなされる。――組合が経営参加を迫った当初の経営側の反論は誇り高く、冷徹であった。こういう言葉を回顧するにつけ、現在の経営者が開明的になったと言うよりも経営者としての見識の欠如が見えてくるのではあるまいか。

また、わが国の組合がこの10年に渡って喪ったクレジットは甚大であると言わざるをえない。もちろん経営者が雇用に手をつけるときは会社存亡の危機である。だから経営者がその決断をした時点において、完全に撤回させるのは極めて困難である。それゆえ、組合は経営参加を通して日常的に経営を監視し、納得できる経営を追求してきたはずである。一夜にして過剰雇用と言う状態になった訳ではあるまい。

経営者が安直に雇用に手をつけられるようにすることが経営の磐石を作っていくことに通ずるであろうか。人を減らせば、それだけで収益は減少した。残った方々の仕事量は増加した。新規事業などに対する積極性を引き出すのは至難である。結局、大部分の会社においては縮小均衡策を取り続けることになってしまった。期待した国内消費が反転攻勢する訳もまたない。多くの会社から失業者が排出されて益々消費萎縮に貢献したからである。

社員を減らすのが企業として正しいのであれば、残るのは経営者ではなくモノとカネだけを有する資本家である。しかし、資本家だけでは事業展開できない。事業を拡大していくのは経営者の本願である。資本家的発想しかできないところに、バブル以後の経営者不在状況がありはしないだろうか。

連合はマクロの労働市場において、労働力の売り手側有利に統制していくのが任務である。長期化する不況、業績不振企業が多い状況は労働力の買い手市場である。当然ながら守りの体制を整備しなければならない。この間、主張されたのはいわゆるセーフティネット論であった。そして幹部による政労使の検討の場が作られたが、目立った効果を上げなかったのも事実である。連合は成果主義の思想的意味を看破し、容易に雇用削減に着手できないようにおおいに思想闘争を挑むべきであった。

経過を振り返って見れば、成果主義が明らかに終身雇用制度を思想的に攻撃し、経営による雇用の自由度を強めようとしていたにも関わらず、それに対して組合側の十分な思想的反撃が見られなかったことは極めて残念である。この間、労働陣営において、雇用確保のキャンペーンもまた目に止まるほどのことがなかった。政労使の検討がなされるのは当然としても、その前に労働陣営において主体的な雇用確保のキャンペーンが執拗に展開されて然るべきである。かつて春闘は賃上げだけではなく、国民的課題を掲げ「国民春闘」として展開された。国民的課題としての「雇用春闘」がないのは不思議としか言いようがない。

雇用問題を個別企業に閉じ込めたままではいかにも闘いにくい。組合とて個別企業の「お家意識」にどうしても埋没するからである。そもそも産業別組合や連合を結成したのは、個別企業労使における闘いにくさを克服するためではなかったのであろうか。全国的問題となった雇用問題などは、まさしく全労働者的課題なのであって、――仮に個別企業労使交渉においては、現実的決着をつけざるをえないとしても――労働者としての連帯を高揚させるような取り組みが個別企業を超えて十分に展開されなかったことは、わが国労働運動史上に汚点を残したと言わざるをえない。

――第4章　労使関係と組合の経営参加――

１）労使関係の視点

1980年代以降、さしたる労使紛争などない時代になって、労使関係論の出番はないように思われるかもしれないが、実はそうではない。理由の一つは、雇用関係が存在する限り労使関係は普遍的に存在するのであること。もう一つは終身雇用制度、年功序列制度が終焉するといわれる時代の雇用関係、労使関係をどう確立していくべきか。そして両者に共通するが、雇用関係における団体的労使関係と個別労使関係の変質などについて今日的課題があると考えられるのである。

２）戦後労使関係の特徴

日本に労働組合が誕生して100年以上が過ぎた。大雑把に言って1945年に太平洋戦争に負けるまでの組合運動は常に権力側の厳しい監視にさらされていて、今日言うところの労使対等などの意識はとても一般的なものではなかった。労使関係らしきものが構築されていくのは戦後である。敗戦直後の混乱期を経て労使それぞれの体制が確立されたのは1960年代である。

労資関係の時代

戦後労使関係の最初は「労資」関係（Labor－Capital）であった。資本主義社会は基本的に資本が賃労働を搾取することによって成立しているのであり、労資関係は行き着くところ総資本対総労働という形になる。まさにイデオロギーそのもの、観念そのものであるから、対立関係に入ると容易には解消しない。この考え方は1960年の三井三池争議を頂点として1960年代にはかなり強い存在感があった。

この労資関係においては、労資は絶対的対立関係にあるのだから、組合からすれば資本を打倒しなければその闘いの勝利はないのであって、組合は組合運動を通して資本主義社会転覆の任務を帯びていることになる。だから、この時代には、人事部は資本主義の代表者として、組合執行部は社会主義をめざす革命家として対立することにならざるをえない。

会社側にすれば組合側からの要求と闘うことは、すべて企業防衛、資本主義擁護の崇高な価値をもつことに通じていた。一方、組合側にすれば一所懸命に働いて会社の利益を増やすことは結局資本を強化し、労働側を弱体化させるという出口のない迷い道に入り込む。かくして搾取のない状態をつくるまでは組合の勝利はないのである。

たとえば職場の技術革新やさまざまな合理化は資本を延命させることに他ならず、したがって少なからぬ組合は反合闘争（反合理化）などをスローガンとしたのである。しかし革命家たる人生を生きようとしている人はともかくも、このような絶対的労資関係では、実際、おちおち働いてもいられない。働くことをもって生業とする労働者は、働く行為が搾取される体制の強化に通ずるというのでは仕事の満足感がえられない。

労使関係の時代へ

社会体制と職場とを同一化した労資関係論は1965年のILO「ドライヤー報告」によって大きく転換を遂げることになる。これは統治者としての政府と使用者としての政府を公共部門の労使関係において区別することを述べたものである。これによって、まず労使関係とは現実に存在する人と人の関係であること。特定目的を追求するために多数の人の労働を必要とする組織体は、この労働を能率良く組織し管理する必要がある。そこから管理する側と管理される側の間に労使関係が成立する。労使関係は資本主義社会であろうと、社会主義社会であろうと組織のあるところではどこでも存在するという考え方であった。

かくしてILOによれば――近代的労使関係の原則は、被用者の人権を尊重し、福祉を増進し、もって最高の能率を発揮するためには、被用者の団結を承認し、労使対等の原則に立った情報交換・協議・交渉・参加の慣行を打ち立て、労使間に安定した秩序を立て、それを維持することである――とした。こうした考え方はわが国の労使関係にも1970年代以降、次第に浸透して行くのである。

ところで1973年の石油シヨック以降の1970年代労使関係はかなり争議行為の多かった時期である。ニクソン・ショック（1971）により世界の金融市場の枠組みが変わり、石油ショックがそれに輪をかけて企業は減量経営を突っ走り、一方、高騰した物価を背景に組合の賃上げ要求も高く、春闘における労使交渉は難航を極めた。にもかかわらず労使関係は次第に円滑な方向へと推移したのである。

理由は激変する経済環境が労使の運命共同体的な関係（意識）を導いたともみられるし、厳しいながらも日本的資本主義は福祉国家的な道を辿り、労働者の生活向上に成果があり、従来のイデオロギー対立が次第に姿を消して行ったのである。とりわけ自動車や半導体の技術革新はめざましく、全産業への技術革新を牽引し、やがてJapan as No.1と賞賛されるに到った。これは労使関係の成熟なくしては達成できなかったことであろう。そこで日本の経済的繁栄を作ったのは「終身雇用、年功序列、企業内組合」の三種の神器であるというようなことも言われたりした。

３）緊張感を失った労使関係

コーポレート・アイデンティティーとユニオン・アイデンティティー

1980年代の労使関係は表面的には極めて安定的に推移した。戦後年月の紆余曲折を経て、ようやく到達した経済的繁栄は、まさしく近代日本が追求して止まなかった「欧米に追いつき追い越せ」の標的であった。安定的な労使関係は、人を大事にし、労使関係を大事にする日本的労使の美風が華開いたかのようでもあった。しかしそれは観念的な見方であって、実際は未曾有の経済的繁栄と、絶対的な人手不足という労働市場における売り手（組合）の優位性があったことを見過ごしてはなるまい。

ところで当時、組合内部においては、ユニオン・アイデンティティーが話題となっていた。争点なき労使関係において、団体的労使関係の存在感が希薄化し、組合の存在感や必要性が広く問われていたからである。それらを要約すれば、当時の組合が抱えていた内部矛盾は、

「コンセプト不在」…賃金闘争至上主義に止まりさらなる展開ができない。

「自己否定不在」…現状を否定できなければ状況対応能力を欠くことに通ずる。

「緊張関係不在」…組合員に対する存在感の欠如、誰が組合の主人公かを失念した。

という三つの不在で表現することができただろう。

すでに名目ではほぼ世界一の水準にある賃金が、そうそう大幅な上昇を獲得できる訳でもないし、また組合員自身がその事情を一番よく知っていた。しばしば組合員の組合活動に対する無関心が話題に上ったが、それはまさに組合が陳列している商品が顧客たる組合員の強い関心を引かなくなっていたことを意味しているのであり、その最大の商品たる賃上げが、かつてのようなインパクトを持ち合わせなくなっていたのである。

他の労働諸条件についても同じである。職場は極めて快適な居住空間となり、自宅に書斎のない人も職場では立派なデスクを確保している。不安全、非衛生的な職場は大部分の企業からは姿を消した。賃金や労働諸条件における日常的不満をエネルギーとした組合活動が、その活動の成果のゆえに、組合員の不満を解消させ、もって組合活動のエネルギーを喪失せしめたのである。

だからユニオン・アイデンティティーの取り組みは時宜を得たことであった。しかし、組合運動全体への広がりは見られず、取り組んだ組合においても、ユニオン・アイデンティティーは「存在理由」を問うまで掘り下げられず、上滑りしたとの印象を拭い去れない。

組合に先行した企業におけるコーポレート・アイデンティティーもまた似たようなものである。潤沢な資金を有していた企業は、次々にコーポレート・アイデンティティーに着手したけれど、大部分は外部のコンサルティング企業を採用して報告書を作成し、企業ロゴやマークの変更、テレビ広告、求人活動が洗練された以外に、組織内部で社員の意識変革へとつないだところはほとんどなかった。

アイデンティティーを模索する行為は、それが個人であれ、組織であれ、少なくとも現状にNo！を突きつける覚悟が必要である。しかし繁栄と安定のぬるま湯に浸っている限り、知的戦闘性もまた目覚めることはできない。たとえば組合員の組合に対する無関心は、無関心という表現による意思表示なのだという基本にすら到達しえなかった。すべては旨く運んでいる。何ゆえにわざわざ問題を掘り起こさなければならないかというような意識状況にあった。執行部にすれば「すべてはうまく運んでいるのに組合に感謝の念をもたぬばかりか、組合に対して無関心な組合員がおかしい」という次元に止まっていたのである。

同時期、人々の意識の上で話題となったのは「豊かさ、ゆとりが感じられない」ということであった。経済的に物質的に史上最高の豊かさの中にどっぷり浸っていながら、豊かさが感じられないというのである。そこで相対的窮乏論が展開された。つまり経済的繁栄によってより豊かな人との間に格差が開いて、それが、豊かさが感じられない事情だというのである。あるいは繁栄の中で欲望が際限なく膨脹してしまい、それが獲得できないために窮乏感があるのだというような意味づけもおこなわれた。実は、豊かさとはモノやカネそのものから得られることではないということに気付いたのであり、ゆとりとは今を生きている充実感なのだが、経済的繁栄の中で追い求めてきた目標を見失ってしまったのである。

「活用の論理」が問われた

これを当時の人事管理が抱えていた内部矛盾として要約すれば、

「労務管理時代の終焉」…賃金が強いインパクトを失っていた。

「企業ロマンの喪失」…個人と組織をつなぐ思想が希薄化してきた。

「ライフサイクル型人間観の限界」…個性無視の平均的人間観が居座っていた。

というように表現できるだろう。

大量生産を前提とした、いわゆる現場の時代は終り、いずれの企業でも仕事のホワイトカラー（意識）化が進んでいた。「飴と鞭」の労務管理ではなく、能力重視の「活用の論理」を人事管理の基本とするべき時がきていた。また日本株式会社といわれ、「欧米に追い付き追い越せ」論が幅をきかせた時代は終って、今度は自分で未来の自画像を描く必要があった。しかし前述のようにコーポレート・アイデンティティーは「ごっこ」に終始した。企業のトップが少しも本気で取り組まず、号令だけかけて社内の部門に任せるようなことばかりやっていたからである。トップが本気で関わらないようなコーポレート・アイデンティティーが成功する訳がない。繁栄の中で企業ロマンが失われてしまったのである。

そして一番の問題点は人事管理が人を育てる、個性を育てる仕事だという大本に本気で取り組まなかった。豊かさ・ゆとりが感じられないと言うようになったのは、人々がいかに生きるべきかを考えるようになったことを示唆しているのであり、それこそが人間的成長の一大チャンスであり、その個人的成長を組織的成長へとつなぐべく、人事管理は戦略を絞り込むべきであった。残念ながら1980年代の人事管理には、知的・理論的な意味において見るべきものがなかった。1980年代の労使関係は表面的には安定し、成熟を謳歌しているように見えたのだけれど、実は内面においては、労使それぞれが緊張感を喪失し、現状埋没的な時間を過ごしてしまったことを悔やまずにはいられない。

４）団体的労使関係と個別的労使関係

言うまでもなく、個別の労働者が会社と交渉して自分の諸権利を獲得・維持することには限界があるから、労使対等を確保するために組合が結成されるのである。しかし組合があるからと言って何から何まですべてに団体的労使関係が優先するわけではない。

たとえば賃上げ交渉は団体的労使関係によって決定されるが、実際の個人に対する支払いは会社と個人の関係に基づいている。組合は経営参加を盛んに唱えるが、現実に労働によって経営参加するのは個人であるから、会社は個人に注目せざるをえない。これらは個別労使関係である。

組合執行部はしばしば組合の活動は第一に雇用を守ることであると主張するのであるが、通常、労働者は組合があるから雇用が守られているというように考えることは希であり、むしろ自分と会社の関係としてとらえているであろう。もし本当に団体的労使関係が最も基本的な雇用を律していると労働者が考えているのであれば、賃上げ交渉などよりももっと組合への関心が高くなるに違いない。

また個別労使関係が悪いような会社においては、労働者は安心して働けないし、それゆえに会社もまた労働者が提供する労働に質の高い内容を期待できないことになる。つまり会社も個人も個別的労使関係における相互の信頼感がなければやっていけない。とりわけ終身雇用は個別的労使関係において「活用し活用される関係」としての、永続的な規範を象徴してきたと考えられる。

バブル崩壊後の不況下、経営者団体をはじめ、多くの企業が、大競争時代・グローバル時代を背景に、終身雇用や年功序列では今後の企業生き残り戦略に具合が悪いというキャンペーンを激しく展開した。これが従来の個別的労使関係における信頼感を大きく損なうものであったことは疑いがない。

このような場合、労働者は団体的労使関係に必然的に期待を寄せるのであるが、組合側は連合をはじめとして企業側に匹敵するほどのキャンペーンを展開した形跡がない。組合組織と労働者個人の信頼感を高める絶好のチャンスが生かされなかったことは実にもったいない。それのみか労働者の期待に十分応えなかったことが組織内部の規範…組合はいよいよの時は頼りになるというような…を弱体化させる方向に作用したことは疑いがない。

組合内部におけるこの動向は、団体的労使関係（執行部）と個別的労使関係（組合員）の意識ギャップであり、同時に重大な労使関係戦略のギャップを意味している。つまり団体的労使関係において（執行部が）選択した労使関係の安定は、個別的労使関係が不安定な方向へ傾斜したことを意味しているのである。さらに個人が団体的労使関係（執行部）への信頼感を失う結果は、団体的労使関係を支える組合内部の結束力の弱体化をもたらすのであって、結局、団体的労使関係の表面的安定とは裏腹に、団体的労使関係における組合側の全面的な力の低下をもたらしたのである。

５）職場段階の労使協議

一般的に日本の労使協議には、団体交渉、経営協議会、職場段階の日常的な労使コミュニケーションの3つの状態が考えられる。さらに大きく括れば、個人としての経営参加と団体としての経営参加の2つに分けられる。いずれにしても団体的労使関係において、組合と会社との間に交換される経営参加の協議は基本的な問題に止まるのであって、現実の経営参加は極めて個別的である。そして雇用問題のような労使関係とは異なって、すべての日常的行為が会社の活動を造り上げていくのである。

戦後の労使関係が紆余曲折を経ながらも安定化の方向に傾斜した理由は大きく見れば次のようになるだろう。戦後「国も赤字、会社も赤字、家計も赤字」という地点から出発したように、1970年代末までの労使関係は一言で表現すれば経済至上主義が貫徹していた。労働者の生活の維持・向上のためには会社の発展が不可欠であり、会社が発展することが日本の繁栄の基礎である。

つまり私生活の発展から経済立国を追求することは完璧に一つの線上にあった。ただひたすら働くことが私生活の向上につながり、会社を発展させ、経済大国への道を邁進することであった。会社は組合・労働者に対して開かれた経営姿勢を演出したし、組合・労働者もまた経営を理解することに熱心であった。そして小集団活動やQCサークルのように労働者の自主的自発的な経営参加の仕組みを造り上げてきたのである。

経済大国と言われるようになった1980年代から、企業社会において、盛んに活性化という言葉が登場するようになったのは、労働者の自主的自発的なモチベーションが企業活力の最重要課題となったことを意味している。その意味において、小集団活動やQCサークルがおおいに流行したことは、全員参加型の経営が実現しつつあったことであり、一人ひとりの能力伸長を組織の力にするという意義において、極めて画期的な事態のはずであった。

経済が発展するにしたがって、労働者の生活は豊かになり、暮らしを支えるために働くというだけではなく、暮らしを楽しみ、仕事を楽しみ、余暇を楽しむということがなければ職業生涯の元気にはつながらなくなった。意識の多様化とは、もともとばらばらの個別意識が経済的豊かさにおいて、ようやく個別に発揮できるようになったことを言うのである。

不幸なことに1980年代の日本はバブル景気に我を忘れてしまった。個人的には生きる上での価値、意味的消費、心的消費、文化的消費を問わねばならぬ時期に入っていたのに、またぞろカネ、カネの亡者と化した。団体的労使関係の当事者である人事部も組合執行部も丁寧に個人の生活と意識を観察して、適当なモチベーションを与えることをしなかった。小集団活動やQCが次第に人気をなくしていったのは、結局、形式的な自主性・自発性に過ぎず、参加者たちが経営に参加しているという充実感をもてなくなったからであろう。

同時期、会社社会では盛んに「会社人間ではいけないぞ」と言われていた。会社人間ではいけないというのは、会社にぶら下がるような非主体的な生き方ではなく、納得して充実した生き方を追求しようというテーゼであったはずだけれど、この言葉もまた表面的に流れて、たとえば「会社を上着のように着替えよう」というような風潮を生んだ。若者たちが企業内で出世したくないと言うのは実は組織内に納得できるような人事がおこなわれていないからにもかかわらず、彼らが個人志向、余暇志向であるからだというような安直な結論が出されたり、職場内コミュニケーションが日増しに低調化するのに対しても具体的な手立てがなされなかった。

国のふるさと創生事業ではじめに1億円ありきのような予算が執行されたことも、対外協力において湯水のごとくに金をばらまいたのも…そして少しも日本の世界での好感度が上がらなかった…、まさしく知恵なし、生き方喪失、目標喪失の国家的表れであって、全国的に拝金主義が蔓延したのである。職場段階での協議・コミュニケーションの低迷化はその組織に対する帰属意識が低迷していることを意味している。会社におけるもっとも基本的な職場での協議・コミュニケーションが極めて空疎になっていくのを労使関係者は見落としたのではなかったろうか。労使関係というものは、それぞれの主体が個人によって構成されるように、結局はその時期の人心の在り方に左右されるのである。

６）労使は常に「人」に対する緊張感を必要とする

存在感のある主体というものは、周囲に対して常になんらかの緊張感を提起しているのである。労使関係を組合執行部と人事部との関係で見れば、かつて最大のイベントであった賃上げを頂点とする労使交渉が緊張感を喪失していることを看過してはなるまい。

賃上げに対する組合員意識の低迷は組合自体の存在感に止まらず労使関係の存在感の問題なのである。戦後の労使関係を回顧すれば、絶対的窮乏感が支配した時代には労使関係は常に強烈な存在感を誇っていた。時代状況が否応なく個人と組織を結び付けていたのである。絶対的窮乏感などすでになくなった今日において、成果主義という名の、古色蒼然たる「飴と鞭」的人事管理制度が登場したことには思考停止をすら感ずる。なぜなら、組合員が賃上げを問題にしなくなったことは、要するに賃金や報酬で人を動かせなくなっていることを如実に示しているはずだからである。

さらに、容易に雇用削減したり、必要に応じて採用するというような状態は、経営にとって必ずしも有意義とは言えない。臨時的社員が有効に働くのは、いわゆる正社員においてきちんとした組織文化を確立しているからであるが、個別的労使関係において、この間の経営側の動向がもたらしたのは不信感のほうが極めて大きい。1980年代以前の労使関係と比較すれば明らかに後退している。

このままでは早晩、社員のモラル・モラール問題が看過しえざるものになるに違いない。まして人の出入りが激しくなれば、より精緻・丁寧な人事管理がおこなわれなければならないが、今の人事管理は制度至上主義であって、人に対する関心が極めて希薄である。経済、企業を取り巻く環境に本当に危機感を抱いているのであれば、経営者は人事システムにもっと強い関心をもたなくてはならない。

歴史的に概観すれば組合の存在感喪失は人事システムの存在感喪失と軌を一にしているようである。組合も人事部も「人」に対する強い関心、感性を軽率に扱ってきたのではないだろうか。長引く企業活動不振を内部から改革しなければならない。人を大切にしない会社が発展するとは考えられない。戦後の人事管理の教訓を見直すべきである。人事システムは内部崩壊の危機を孕んでいる。労使関係の再構築を急がねばならない。

――第5章　提言――

１）会社・組合・個人の全貌要約

わが会社社会は、やはり1つの危機的状況にある。――グローバル、大競争、右肩上がりが終った――というような環境・状況の厳しさが招く危機もさることながら、環境・状況への対応の誤謬という意味において、主体的な危機を招いているのである。結論から言えば、組織を構成している個人と組織の間に相当な不信感・齟齬を発生している。放置すれば、個人のモラル・モラールはさらに悪化するであろう。個人と組織の関係を修復し再構築しなければならない。

個人的状況

職場における勤め人の意識状況は、次の3点に集約できる。

①真面目にやっているが現状に埋没している。

②コミュニケーションが非常に悪い。

③労働の喜び（働きがい）が感じられない。

これらは全て個人と組織の現在的状況である。個人的な努力・奮発が必要であることは当然であるが、それだけで改善・解決できるような性質のものではない。個人と組織の意志・ベクトルを一致させなければならない。なぜならば、組織が発したメッセージが招いた問題であると言っても過言ではないからである。

しかも、それはバブル崩壊後の長引く不況、業績不振のみに起因するのではなく、1980年代の経済活況、業績好調の時期にすでにその傾向が著しかった。

第1に、企業活動の成功的状況下、勤め人においては、経済的に、さらには生き方全体を通して戦後一貫して育んできた、いわゆる会社主義が解体し、会社離れ（組合離れ）とも言うべき意識状態に入っていたのである。

第2に、経済的成果によって個人はさまざまな人生を選択し、個性的に生きられる時代に入ったにもかかわらず、相変わらず貧しかった時代の意識に止まり、挑戦的人生を開拓してこなかったのである。

つまり、1980年代、経済大国になり、従来の価値観が通用しなくなったのであるが、勤め人は、それに気づき、新たな価値観を構築する努力を十分におこなわなかったのではないだろうか。一言で表現すれば「勤労第一」の価値観から遠のき、年間2000時間にも及ぶ余暇時間を手にするようになって、勤勉にも、さりとて余暇を謳歌するようなライフスタイルを形成する気にもならず、――暮しを楽しみ、仕事を楽しみ、余暇を楽しむ――という元気開発に挑戦せず、バブルに突っ込み、さらにはバブル後の不況に漂っているように見える。

組織的状況

元より、個人の人生目的と会社（組合）の組織目的とは同一ではない。個人と組織の好ましい関係を構築するには、個人が自分の目的を意識し、組織目的との間で何らかの調整・調和を図らなければならない。そこに、個人の人生における目的意識の明確化と、組織から発せられるメッセージの明確化が期待されるのであるが、個人は前述したような状態にあり、組織からのメッセージもまた不適格であったことが悔やまれる。

会社からのメッセージの不適格さを要約すれば次の通りである。

第1に、「右肩上がりの時代が終った」という絶対的な枠組みを構えることによって――それが組織的に危機感を共有しようという狙いがあったとしても現実にはそのように理解されていない。――個人と組織に一種の思考停止、無力感を培養してしまった。

第2に、組織からのメッセージは制度主義に傾き、制度を変えれば組織が変るという安直・単純思考に陥没した。たとえば成果主義において、――勤め人の経営参加を期待する――という核心が無視され、いわゆる「ケツ叩き」政策として定着してしまった。

第3に、これも1980年代からの事情であるが、職場に的確なマネジメントが展開されてこなかった。中間管理職の個人的資質、努力に依存するのみで全社挙げてのマネジメント（体制・人）を涵養するというような組織的発想がなかった。

組合からのメッセージの不適格さを要約すれば次の通りである。

第1に、賃上げ原理主義に埋没し、組合員の意識を観察・洞察・発掘して活動を開拓する視点が欠落していた。いわゆる「無関心な組合員」という免罪符が蔓延し新機軸の少ない組織運営に傾注し過ぎた。

第2に、バブル崩壊後、組合が発したメッセージはいかにも力がなかった。わが国全体を覆う雇用削減の風潮に対して、組合全体の抵抗力、提案力が不足した。組合員からすれば組合の無力感を痛切に認知させられることになった。

第3に、個別的労使関係と団体的労使関係の調整・調和を図るべき組合が、言わば団体的労使関係の枠組みに傾斜し、職場における組合員個人の経営参加意識を後退させるような状態にしてしまっている。

２）個人と組織の紐帯＝「活用の論理」

かかる状況を克服するためには、個人と組織（会社・組合）のベクトルを一致させるように思考せねばならない。そのキーワードは組織において最近流行しているような「排除の論理」ではなく「活用の論理」をこそ掲げなければならない。

「活用の論理」が成立するためには、次のようなことが共有されねばならない。

１）個人が集まって組織を構築するのであり、個人が育ってこそ組織が育つのであるという原点に回帰する。

２）だから、人事管理は「人を育てる」という基本に立ち返るべきである。

３）かくして個人は自分が育つように奮闘努力する、組織は個人が育つように支援する。

その関係が前進するようになれば、1980年代からの「失われた20年」を克服できると確信する。

３）個人が目指すべき課題

世の中の変化と価値観

世の中は「無常」である。環境・状況は動き続けて止まることがない。しかし、人間は習慣の生き物でもある。体験を通して身につけた習慣によって「人」になるという面を無視できない。だから個人における価値観の動揺Identity crisisは、概して習慣が大きく揺さぶられたときに発生する。それは――自我の芽生え、思春期、成人、結婚、出産、期待せざるアクシデント（病気、怪我、事件）、家族の慶弔、定年etc――といった、いわゆるライフスタイル上の「人生のハードル」にも起因するし、社会・経済環境が大きく転換するというような問題もおおいに影響する。

一方、ともすれば漫然と習慣に埋没しやすい人間にとって、主体的・客観的変化は、否応なしに自己の価値観を問わざるをえない意味において、人間的成長の不可欠の機会ともなる。幼児が外界からのさまざまな刺激を受けてこそ成長することを思えば十分に理解できるであろう。

変化のとき、人間（組織）はそれに対して適応するべく何らかの行動を起こすのであるが、合理的な適応というものは、主体自身がまったく変化せずして達成できることではない。だからこそ人間（組織）は成長するのである。

変化のとき、問われるのは――生活の質・仕事の質・余暇の質――である。変化自体を好ましく受容するのは、変化することが「面白い」「楽しい」「ためになる」「力を感ずる」etcからである。要するに「変りがいがある」、変化に対して価値を認めうるからであろう。そのような場合、人は元気を喪失することなく、新たな元気を培養して成長するのである。

しかし、もしも、余りにも漫然として日々を過ごしているとすれば、従来すでに充実感など持ち合わせていないであろうから、変化するための目標を構築できないかもしれない。成人とは、意識しているかしていないかはともかく、ある程度は、自分の生き方を定着させ目的意識的に追求している人を言うのである。そこで、われわれは「あらまほしき勤め人の像」を掲げる意義を痛感する。

自立人間像

バブル崩壊後、経営側から盛んに「雇用される能力を高めよ」というメッセージが出された。勤め人は組織にとって欠かせぬ歯車であってほしい。1人の担当者として仕事を遺漏なくこなすだけでなく、組織目的を的確に把握し、自己の使命missionを認知しているような存在たれという意味であろう。指示を待つのではなく、組織の革新職能たる生産方法・販路開拓・新製品開発などに有効な提案ができる存在であってほしいということでもある。

また「自立的たれ」という言葉もしばしば使われるのである。これは――会社がおんぶ抱っこで面倒見てきたが、会社が何かしてくれるという期待をするのではなく、自分が会社に対して何をなしうるかを考えよ――というような期待が込められているものだと解釈する。あるいは「どこの会社へ行っても通用する人材たれ」ともよく言われる。しかし、正しくは「今、わが社で」「このように役立ってほしい」と表現するのが正しいであろう。

そこで「あらまほしき勤め人像」を「自立人間」として絞り込んでおきたいのであるが、帝国軍隊のような上からの命令に絶対忠実だとか、会社は親も同然・社員は子も同然というようなものだとか、かつて全国の小学校にあったように二宮金次郎像を押し付けるようなものではいけない。組織における不可欠の歯車の1つとして常に念頭に置いてほしい矜持、言わば現代における「職人気質」とでも言うような勤め人としての倫理感を模索してみようとするのである。

自立人間と非自立人間の対比


　　　　　　自立人間　　　　　　　　　　　　　　非自立人間


　自己の見識・主張を確保している。ど　　「自我」はあらゆる場合に捨てるべき

　んな選択をするにせよ、自分が主体的　　　だと考え、長いものに巻かれる主義。

　に納得しなければ満足感をもって人生　　　個人的に決定することが少なく、管

　を過ごすことはできない。これは「自　　　理されることに抵抗感がない。だか

　我」の在り様である。今後は「自我」　　　らリーダーシップを発揮する喜びや

　や「個性」を大事にしなければならな　　　ストレスとは無縁のタイプである。

　い。　　　　　　　　　　　　　　　　　　退屈ではあるまいか。　　　　　


　自分の意見・行動に責任をもつ。人生　　　自分に起因すること、自分の問題を

　は誰が何を言おうと、自分の選択、責　　　認めたがらず、他に責任を転嫁した

　任によるのである。人は概して責任を　　　がる。現実処理を遅らせようと躍起　

　他人に転嫁したがるが、転嫁したから　　　になる。現実との対決を避け、状況

　とて状況が好転する訳ではない。現実　　　に対して自己主張ができず、反発や

　と対決できる人である。　　　　　　　　　諦め、愚痴が多い。

　

　変化を見抜く先見性、それらに対応す　　　現実を見ようとしない。未来を語っ

　るための計画性、その基礎としての自　　　ても単に夢を語るのみであり、具体

　発性をもつ。注意深く見詰めれば、世　　　的なプランがない。過去の栄光に浸

　の中は面白い。まさに変化があるから　　　る傾向。変化に対して保守的で常に

　面白い。目標を確保できれば生活にハ　　　現状維持でありたい。自発性が少な

　リができる。将来を考えるのは刺激的　　　く、付和雷同型である。　

　な人生であろう。


　自己と周囲との調整ができる。状況を　　　自己と周囲の矛盾、差違について考

　受容し、積極的に関わり、複雑なな人　　　えない。自己主張も少ないが他人の

　間関係も的確に調整できる人である。　　　意見も聞かず、所詮どうしようもな

　そのためには自分自身をきちんと把握　　　いと決め付けている。リーダーシッ

　していなければならない。つまり自己　　　やメンバーシップが十分に取れない

　認知ができる人である。　　　　　　　　　のである。

前ページ「自立人間と非自立人間の対比」は、1976年、三菱電機労使中高年問題研究委員会が提唱した「自立人間」（会社人間のアンチテーゼ）の定義を引用敷衍したものである。

「自立人間」という言葉を人事管理において最初に使ったのは三菱電機労使中高年問題研究会である。わが国における人生設計プログラムは三菱電機労使を嚆矢とする（1976年・シルバープラン、ゴールドプラン）が、それらが目指した人間像が「自立人間」である。今後の組織活性化のために「自立人間」は1つのキーワードとして有益であると確信する。

1970年代、ニクソン・ショック、石油ショックをうけてわが国は高度経済成長から一転して低成長、会社では減量経営が席巻していた。高度経済成長下では労使間の最大関心事は獲得したパイ（利益）をいかに公正公平に分配するかということであったが、低成長となればむしろ犠牲の分配にもなりかねない。減量経営で希望退職を募った会社もあったが、全体的にはリストラクチャリングがおおいに推進された。省資源・省エネルギー体質への転換、借金経営の克服を目指し、そのために合理化・技術革新を展開したのであった。

変革遂行には経営者はもとより本気でなくてはいかんが、一般社員もやる気全開していただかなくてはならぬ。ぶら下がり社員ではいかん、全社のために自分が何をなしうるかという気概をもってほしい。職場は日々変貌を遂げていた。この道一筋型の主として技能者にとっては、技術革新によって従来技能の価値を減衰させられる。技能者にとって技術革新はまさしくアイデンティティー・クライシスを招きかねない。さりとて技術革新は推進しなければならない。

変化と付き合わぬわけにはいかぬ。変化は価値観の動揺を来たし、極端な場合はアイデンティティー・クライシスを惹起するが、見方を転ずれば変化を克服してこそ個人も組織も大きく成長できるはずである。これらが三菱電機労使をしてわが国最初の人生設計プログラム創造に決起させた人事の根本的な理想であった。「自立人間」と「活用の論理」が固く結ばれていた。労使ともに健全な問題意識と理想を共有していたと言えよう。

あらまほしき自立像の条件が労使間で話し合われた。曰く、「自立人間」とは、「自分の意見・主張をもつ」「自分の人生に責任をもつ」「先見性・計画性・自発性をもつ」「自分と周囲との関係を調整できる」というものであった。要するに「自我的」「自己本位」そして「周囲のために有為の人材たること」を目指してほしいという思いを込めたのである。

勤め人は職業生涯を過ごす。仕事の目的として「生活の糧」を獲得することは不可欠の条件ではあるが、生活の糧なのだからひたすらがまんして働くだけというのでは40年になんなんとする職業生活、短い人生の半分を費やす人生がいかにも寂しかろう。「やる気」や「働きがい」の涵養を提唱する所以である。

労働とは、生活に有益なように自然資料を変換させる目的意識的行動であり、人間にしかない行動である。有益さ、目的的意識というものは人間を変革・成長させる要素である。労働は骨折りである。骨折り仕事にはそれ相応の意義が感じられなければ苦役に他ならなくなる。さらに勤労――勤めに励む――を喜べるようにするためには、何らかの「あらまほしき像」、たとえば「自立人間」たることを念頭に置かねばなるまい。

職業生涯を充実させるためには、「生活の糧」以上に労働の価値を見出さねばならないとすれば、――価値を決定するものは自分であるから――畢竟「いかに生きるべきか」という課題、難問に逢着することにもなる。だから「自立人間」とは、単に仕事のできる担当者、プロフェッショナルであるというだけではない。

未曾有の変革期だと喧伝されてきた。そうであれば、ますます「いかに生きるべきか」という問いかけが意義を帯びてくるはずである。なぜならば確固たる人生の目標をもちえなければ、所詮波間に漂うだけになってしまうからである。そして社会的存在たる個人はもっと社会・組織との関わりを模索し追求しなければならない。そのためには、われわれはもっと明晰にならなければならない。明晰たるためには、もっとより広く、深く思索する努力をしなければならない。

４）経営・人事が目指すべき課題

人間観の再構築を

かつて人事部に配属された野心的、有為の若者はいわば経営の兵站部としての役割に少なからぬ失望を味わったものである。まして人事関係の仕事は目立たない縁の下の力持ち的存在である。目立つときは概して何らかのトラブル・アクシデントに直面しており、機敏に決着して当たり前、もたつけばぼろ糞言われるという役回りであった。しかし、トラブルの典型、労使紛争の激しいなかから、戦後日本の人事管理はおおいに成長発展を遂げたのである。

物事に合理性、論理は不可欠だが、理屈だけで人を動かすことはできない。紛争を解決するのは組織対組織ではなく、結局、人対人である。紛争自体は好ましくないが、試練を経て磨かれて人は育つ。人事関係者はかくして「人を育てる」という仕事の尊さに目覚めたのであった。

終身雇用制度や年功序列制度は思考停止するための制度ではなかった。まさしく「人を育てる」ための日本的長所をおおいに発展持続させてきたのである。最近における終身雇用制度、年功序列制度に対する経営自身による痛烈な批判は、――それを経営が金科玉条としてきたがゆえに、また、本来の企業ロマンを見失ったがゆえに、戦後育んできた人間観を極めて一方的に反故にしたがゆえに――自己反省なき変節と受け止められても仕方がないのである。

前述したように1970年代、三菱電機においては、従来の縦社会的会社人間を「自立人間」としてさらに成長させるというロマンを掲げた。同社ばかりではない、同類の人事ロマンを掲げた会社は少なくなかった。それは「人を育てる」という核心を踏まえて、縦社会、年功序列制度を改革していこうという合理的動きでもあった。だから「人を育てる→職業生涯への関心」として、たとえば人生設計プログラムなどがおおいに導入されるようになったのである。

好事魔多しとでも言うべきか、1980年代後半の活況のなかで、「バブル思想→バブル採用→使い捨て思想」を抱え込んでしまった。さらにバブル崩壊して業績不振となれば「中高年しわ寄せ→会社離れに拍車」をかける状況となってしまったのである。ロマン喪失した成果主義は所詮「排除の論理」に他ならない。かくして1980年代以降のわが国人事行政においては、「人」に対する関心が極めて希薄となり、個人と組織の関係を大きく後退させてきたのではないだろうか。

人事部が社内において担っているのはルーチンワークとしての賃金支払いや福利厚生の窓口としての仕事が柱なのではない。「人」がダイナミックな組織に織り上げられる＝組織開発、組織風土、組織文化の涵養・発展であって、言わば人事関係者の仕事は、内部から会社の品格を高めるためにこそ本願がある。

会社は売上を増やし、儲けなければならない。しかし、収益が高いことだけをもって品格のある優れた会社とは言えまい。法人としての倫理を弁え、商道徳が堅実で高品質・サービスの提供ができ、消費者・株主・社員の三者にとってバランスが取れていなければならない。経営成果とは、目標・コンセプトと適切な経営過程・プロセスによって獲得されるものである。とすれば、社会的使命感が高く、社員の行動成果（やる気・働きがい）が高いものであってこそ優れた会社と言えるはずである。昨今の安直な成果主義論においては、このプロセスが余りにも軽視されている。

経営を改革するために、人事は「人」の原点に戻り、「人を育てる」→「活用の論理」を再構築しなければならない。職場マネジメントが極めて軽視されている現状を改革しなければならない。末端管理職の能力不足が問題なのではない。マネジメントの在り方こそが問われているのである。すでに1970年代後半に当時の企業は「縦社会」の限界に気づいていたのである。現在の成果主義的風潮は、命令一下、ひたすら随う人間のみを求めている点において、むしろ時代逆行であると言わねばならない。

人事部はこの間、余りに制度主義に傾斜してしまった。「人」を見て、その行動を高める作業を無視し過ぎたのである。

1980年代、ベルギーのノーベル賞学者イリヤ・プリゴジン博士は来日されて、――日本人は具合のいいときは号令一下、一致して行動するから効率的であるが、具合のよくないとき、混沌とした場合に気づいた者が声を出し、それが組織全体を救うというような動きがしにくいのではないか。――と疑問を呈されたが、バブル崩壊後のわが会社社会の混沌・停滞はまさしく、その疑問の通りになってしまった。個人が組織のなかにおいて、いかに伸びやかに思考し、行動できるか、人事の目標は明確である。これこそが人事ロマン復活の焦点である。

たとえば、サービス労働などが公然たる状態になってしまったのは、会社に対する社員の危機感の現われ、社員意識の高揚などではない。せいぜい自己防衛の塹壕掘りであって、そうした行動が蔓延すればするほど、会社におけるマンパワーの掌握など不可能になってしまう。経営とは「人・モノ・カネ」を効果的に運用する技術のはずである。「人」の実態すら把握できずして健全経営と言える訳がないだろう。

ましてサービス労働の蔓延を知りつつ無視するなど、企業の品格を高め、維持せねばならない人事部としては、社会的背信行為である。そのような態度が最近の企業不祥事と無関係だとは考えられない。また、内部的には人事としての仕事のサボタージュであると言わねばならない。

人事マンは机を離れて、もっと職場の実態を掌握せねばならない。全ての対策はそれからである。職場マネジメントの直接的任務はラインの管理職が担当するのであるが、それが効果的におこなわれているかどうかを見抜き、改善していくのは人事マンの任務である。まかり間違っても「現場の管理職がもっとしっかりしてくれたら！」などと嘯かないことである。そのような言葉が出るのも人事部のサボタージュに過ぎない。人事ロマンの復活と現場主義、これが現在の人事部における最大の課題であると確信する。

５）組合が目指すべき課題

組合の存在理由

組合が組合たる所以は組合員が存在するからである。経営資源は「ヒト・モノ・カネ」であるが、組合は「人」のみである。組合は雇用を守るというが、もともと雇用がなければ組合は存在しない。雇用が組合を守るのである。

経営はなんらかの商品を販売する。「ヒト・モノ・カネ」の経営資源において、ヒトはモノ・カネに新たに価値を付加する。戦後のどさくさ時代をみると、経営者はヒトによって価値を付加せず、モノ・カネだけを横流しして稼いだこともある。その意味で経営にとっては、場合によって「ヒト・モノ・カネ」のヒトを軽視しても商売が成立するが、組合は人のみである。

経営にとっては「ヒト・モノ･カネ」が等しく経営資源であるが、組合にとっての経営資源が何かといえば「ヒト」である。「ヒト」は「人」である。組合の存在理由は徹底的に人＝組合員にこだわり続けなければならない。もし、組合が経営と同様に「ヒト・モノ・カネ」を同列視するのであれば、その立場は組合ではなくて経営である。組合の経営参加は、「組合の」にこだわらなければならない。

組合の経営参加とは、狭い意味では労働者ないし組合が会社経営上の意志決定に参画することである。その形式としては「団体交渉」「労使協議制」「労働者重役制」などがあり、広い意味では「労働者持ち株制」「利潤分配制」などをも含む。

わが国における組合（組合員）の経営参加の特徴は、

――最末端の労働者でも社内人事制度によって、経営者として登用される可能性がないとは言えない。――

――組合役員から経営者になる人が少なくない。――

――現場の労働者の意見が経営に反映される。――

など、全体システムとして考慮すれば、経営参加システムはかなり高度になっている。大事な問題はその器に組合として何を盛り込んでいくかである。

経営参加のメルクマール

基本の第1は、「組合の」経営参加ということである。会社が潰れたら元も子もないから、何がなんでも会社第一とやってしまったのではいけない。完全に組合が経営権を握っているのならいざしらず、経営者がいるのに、会社第一だと、組合が考えるのは言わば越権であり、経営権の侵害である。経営者と同じことを考え、行動するのであれば、組合は不要であるばかりでなく、会社のなかに二頭政治を持ち込むことに通じる。まともな経営者であれば、ありがた迷惑だと思うだろう。

先ず、組合は企業内労働市場を統制する（後述）立場を失ってはならず、組合員の立場に徹底してこだわらなければいけない。真に会社を思うのであれば、会社の弱点を補う立場にこそこだわるべきである。たとえば会社は目標管理、トップダウン型である。目標は現実においてしばしば齟齬を来す。上意下達社会において、下位者が進言するのはなかなか容易ではない。とすれば、組合は結果管理、ボトムアップのスタンスが必要である。会社は建前に傾斜しやすいから、組合は本音でなければいけない。バブル崩壊後、組合の経営に対する態度は、会社の言う危機を共有することに力が入り過ぎた。これでは経営のチェックなどできる訳がない。

第2には、経営参加には常にリスクと責任を伴うことを忘れてはならない。組合の経営参加はハイリスク・ハイリターンそのものである。経営参加の度合いが深まれば深まるほど、組合の責任は大きくなる。経営に対する責任も大きくなるが、まず組合員に対しての責任の大きさを反芻しなければならない。ある組合の委員長は「希望退職を募ることになったら、最初に希望退職するのは組合委員長でなければならない」と喝破した。これほどスカッとした言葉を吐ける委員長は実に健全な組合リーダーである。組合役員は会社ではなく、組合員にこそ、最大の責任を負うのである。組合は経営ではない。まして職制の一部でもない。

雇用確保としての組合活動

組合の基本的任務は、経済的に表現すれば、企業内労働市場の受給関係を、売り手側有利に、売り手市場化するのである。だから経営参加の目的は煎じ詰めれば雇用の拡大発展にある。組合員が辞めさせられたり、辞めたい会社ではいけない。――組合員が、できるだけ長く勤めたいような会社を作る。――ことこそが組合の雇用対策活動である。

そのためには、

第1に、「働きやすさの追求」である。賃上げ・労働諸条件の維持向上・福祉拡大などが具体的課題である。安心、安全、快適な職場・仕事を目指すことである。現在、組合員からすれば、飢餓賃金、低賃金時代と異なって、賃金に対する不満が少なくなっているが、それが直ちに満足の醸成に直結するわけではない。経営成果は働く行為（プロセス）が適切であってこそ得られる結果である。

第2に、「時間短縮」である。有給休暇の完全利用、残業時間の圧縮、時間短縮（制度）などが具体的課題である。時間短縮は単位時間当りの賃上げである。サービス残業は極論すれば、組織に対する背信行為である。一方、組織の統制力が問われてもいる。制度が整っていても十分に活用されなければ尻抜けである。組合は課題を追求するから力を得る。現在の組合力の弱さは時間への取り組みが非常に弱いことに現われている。

第3に、「労働力（商品）の質向上・維持」である。組合員が仕事を面白がるように、改善工夫に熱中するように、そして技術革新を担っていくことなどが具体的課題である。労働力の買い手としての経営が「賃金が高い」というのは高い買い物をさせられているという異議申立てでもある。もちろん廉価な賃金が高い買い物になることもある。「成果主義」「雇用される能力」などと経営に広言されるようでは大事なところが抜けている。

第4に、「余暇活動の活発化」である。「あそぶ・まなぶ」活動を通して「元気を開発する」ことが具体的課題である。生活のために働かなければならないから人は懸命に働くが、衣食足りると退屈の虜になる。退屈のほうが飢餓よりもっと深刻な人生の悩みかもしれないのである。有給休暇や時間短縮が前進しないのは、余暇活動に対する無関心が大きく影響している。

以上のような活動が円滑に展開されていると、雇用は確実なものになっている。見方を転ずれば、組合活動における労働市場の統制とは、必然的に組合員の「人間的成熟」にも貢献しているのである。

（次ページの図参照）

企業内労働市場の統制

組合は企業内労働市場の需給関係を売り手側有利に売り手市場化する機能を果たす。
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個人の元気が会社の元気

緊張感を取り戻そう

歴史を概観すれば、会社の力が弱かった時期の組合は、極めて自立的に自分たちの意志を形成していた。当時の組合はカネも知識も情報も極めて少なかったが、会社にただ頼っていれば大丈夫という状況ではなかったから、自分たちの連帯を強固にしたのである。

たまさか今、多くの企業が経営不振に悩んでいるが、会社社会は壮大な経済大国を造り上げた。そこで、会社に対する一種の依存心、思い込み、場合によっては甘えが、バブル時代に蔓延し、その思考停止状態が、バブル崩壊後の不況においても継続しているのではなかろうか。「会社がこけたら元も子もない」というのも、見方によれば相変わらずの会社依存の現われだとも言えるのである。

組合の経営参加とは、組合員1人ひとりの思いを経営にきっちり伝え、もって経営の弱点を補い、経営の遺漏なきを図ることにある。日本を造っているのは、まさしく働く人なのである。大衆社会において、大衆社会のチャンピオンとも言うべき組合が社会的発言力をもたないのはおかしい。組合は勤め人の代表である。その誇りと、責任感を今こそ、組合に求めたいのである。

組合の存在感は「人間の学校」でありたい

最後に、ユニオン・アイデンティティーの核心は賃金・労働条件維持向上という経済的カテゴリーに止まらず、――組合員が職業生涯を充実して暮すことができるための支援にある。――ことを強調したい。生きるために「生活の糧」を必要とするのだから、その次元に止まらず「いかに生きるべきか」の次元を目指す組合活動であってほしい。

それは、勤め人が職業人として、組合が職業人組合として自他共に社会的存在として認知される目標を掲げるという、新たな組合ロマンを創造することである。成長する組合員の組合＝「組合は人間の学校である。」

６）結語

大衆社会と大衆

現代は大衆社会である。勤め人層は大衆社会の主人公である。しかし、大衆とは外面的量に過ぎず具体的本質を欠く。たとえば、盛んに個性的に生きたいと主張しつつ群れることに快感を覚える状態がその典型であるように、量的多数が必ずしも社会の主人公たるとの確証はない。にもかかわらず、昨今のわが国の停滞感を考えれば大衆の成長・発展抜きにわが国の再生はありえないのではないだろうか。

だから大衆社会である以上、大衆の啓蒙抜きに社会の発展はありえない。企業社会においても同様である。

勤め人は現代社会において実存をめざさなければならない。自我が意志をもつことであり、自我が決断するものであることを強く認識しなければならない。人間の存在、最終的な根拠を責任ある存在としている場合に実存（的に生きている）と言えるのである。これこそがわれわれが提唱する自立人間である。

個人と組織→基本的認識

先進的工業社会は、科学と技術のダイナミックな発展が職業・職務に影響し、技術発展と専門化が大規模組織を呼び、命令するものとされるもののヒエラルキーが確立する。「専門職業」が「集団組織化」され、さらには「利益集団」の官僚的争いが日常普段にあらゆる組織内で繰り返されている。また、管理するものとされるものの間の摩擦・葛藤はたぶん永遠の調整を必要とする課題になるにちがいない。ますますマネジメントの重要性が増すだろう。

思えば、個人と組織の関係は、人間が社会を構成するようになってから、日常不断の摩擦・葛藤を形成してきている。それゆえ、その問題から逃避することはできないし、輻輳する社会的関係を解きほぐす努力を日常不断に継続するしかないのである。

個人と組織の摩擦・葛藤とは、畢竟「自立人間」と「実用と効率のみで人生の価値を測ろうとする」不毛な便宜主義との不断の緊張関係により発生するのではないだろうか。今回の連続シンポジウムでは、「自立人間」たろうとしているのであるが、ともすれば「実用と効率－―」の世界に沈没してしまいそうな勤め人像がかなり明確に浮かび上がった。問題認識までは多くの共感が得られている。本当の課題は、1人ひとりがあらまほしき個人と組織の関係を追求して闘い続けるかどうかである。

なぜ今、「働く現場で何が起こっているか」を問題にするか

現代は――大衆を組織する方法さえ心得ればすべてが（自分の意のままに）可能と考える人たちと、無力感だけが人生経験として固まってしまった人たちとに二分されている――のではないだろうか。たとえば「卓抜したリーダー出でよ」という風潮は自分がなすべきことを直視せず、無力感の裏返しとして他者に依存する意識を露呈している。これはわれわれがめざす実存＝自立とは異なるものである。

大部分の人々は生活の糧を獲得せんがために「仕事」の現場において生きることを余儀なくされている。このような状況において、生産点を脱出して求められる心地よさとは引退後生活を除けば、所詮「気晴らし」のレベルを超越しうるものではない。しかも、現代工業社会においては、仕事は「機能」と「能率」に還元されて、さらには収益絶対的傾向を強め、ますます労働の喜びが失われる傾向にある。生産点で本気で闘わなければ他に闘う場はなかろう。

われわれは、人間行動を3段階――労働labor・仕事work・活動action――とすれば、人間らしく生きる地平としての「活動」をめざさなければならない。

――level-1　労働→生活の糧（個人的レベル）

――level-2　仕事→技術・技能・知識（中間的レベル）

――level-3　活動→政治的・芸術的・学問的（公共的レベル）

われわれはもっと明晰にならなければならない。「右肩上がりの時代が終った」という言葉が、資本主義の未来をどうするかという論点にならず、ただ現状で右往左往するだけに終始した。世の中は無常である。新しい言葉が登場したとき、真偽、深浅、価値を見抜き、対応していくためには明晰さが必要である。発展した時代、常に先人は学びつつ成長の糧を手中にしたのである。

本報告書の最後に――生涯にわたり学び、思索する本気の態度こそが、わが国再生の決定的な鍵である。それがバブル期の負の遺産を払拭し、新たな発展の糧を獲得することに通ずるに違いない。　　　　　　　　　　（文責　奥井禮喜）

働く現場で何が起こっているのか

―人事（システム）崩壊の危機を克服するために―
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